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はしがき 

 

 

 提出日を今日の午後に控えた夜空が白んできた。このゼミに入ってから、こ

の薄青の窓の外を何度見たことであろう。そして今もまたこの空を見ながら、

ついにこの卒業論文を書き終えると思うと、感極まるものがある。  

 「大学時代に何か頑張りたい、何か自分に残したい」という思いと、ＣＳＲ

へのちょっとした興味でこのゼミを選んだ私であったが、始まってみるとすぐ

に毎週の重いグループワークに追われ始めた。結構地味な作業であるが、毎回

グループで問題提起をするのは難しかったし、大変だった。たくさん迷惑もか

けたと思う。しかし、そこからは早かった。夏合宿、早稲田祭での発表・論文

化作業、三ゼミ、ステイクホルダー・ミーティングと、怒涛のようにすぎた 1

年であった。一つひとつ思い出すと、自分の中でうまくいかないことは多かっ

たけれど、楽しかったなぁと思える。 

考えてみると、私はゼミに入るまで、あまり少人数で全力で何かに取り組む

ということをしてこなかった。だから、最初の頃は小さなことをすごく考えて

悩みながら過ごしていたと思う。しかし、ゼミでの日々をこなしていくうちに

徐々にそういったことにも慣れてきて、少しずつ自分で考えて意見を言えるよ

うになっていったし、自分を出しながら楽しく過ごせるようになっていった。

ゼミ生や先輩方、後輩たちとも、上辺ではない信頼関係を築くことができたと

思う。自分の視野を外へ広く持つことの大事さも実感し、この 2 年間は私の人

生において大きな成長をさせてくれた時間であったと思っている。 

そして、この時間でとても大きな存在であったのが谷本先生であった。先生

は私のことをどう思っていたのかはわからないが、私は尊敬して、そしてすご

く信頼していた。就職活動の頃は、迷っている私に親身になって相談に乗って

下さり、卒論が思うように進められない時も、厳しく、温かく支えて下さった。

ゼミの時間のＣＳＲや海外のことに関するお話よりも、そういう時にかけて下

さった言葉は今でも忘れられない。そういう時は、あぁ、このゼミに入れてよ

かったと思っていたし、今でも思う。 

こうして、谷本ゼミでの時間は私にたくさんの成長と経験をさせてくれて、

今の私は少し自信を持つことができた。そして、大事な仲間と恩師に出会わせ

てくれた。この 2 年間は、きっと人生において大きな糧となるであろう。  

 

と、ここまで振り返ってみて…。 

本当に、ゼミでお世話になったすべての方に感謝しています。また、ゼミで
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忙しくて余裕がないときでも見守ってくれた家族に、感謝します。そして、谷

本先生、2 年間本当にありがとうございました。 

 卒業論文の作成にあたっては、まだまだできたことがあったと思いますが、

今回できなかったこと、とくにセルフコントロールは今後の課題とします。朝

日がのぼってきました。朝焼けは美しいです。 

 

 

 

 

2015 年 1 月 30 日 

保屋野真莉子 
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第１章 社会の公器としての金融機関 

 

第１節 金融機関の社会的役割 

今日の経済社会を支え、機能させていくためには、金融機関の存在は不可欠

なものであるといえよう。我々が生活しているこの社会で、金融機関の存在が

ない状態を想像することはむしろ困難である。金融システムは、事業活動に必

要な資金の流れを円滑にし、流動性やリスク管理の手段を提供して、実体経済

と社会の発展を支えるインフラストラクチャーとしての役割を担っている１。 

 周知のとおり、2007 年のサブプライム問題に端を発した 2008 年のリーマン・

ブラザーズの破綻は、「100 年に一度」といわれる大規模でグローバルな金融危

機を発生させた。大規模な金融市場の混乱と多大な財政負担はアメリカだけで

なく欧州にも広がり、その余波は株価下落などの形で日本にも押し寄せ、世界

的な不況となった２。 

この金融危機だけではない。2000 年代以降、先進国を中心に、銀行、証券会

社等、保険会社、格付け機関等で金融不祥事と金融機関の経営破綻が続発し、

金融システムの不安定が実体経済を揺るがす事態に至った。高度化する金融イ

ノベーションのもとでの金融ビジネスのあり方と業者の行動規範が問われ、先

進各国で規制強化に向けて金融制度の見直しが行われている３。また日本国内

でも、1990 年代に発生した大和銀行事件をはじめ、2000 年代にも法令違反や内

部管理体制の不備といった内容で金融庁から処分を受けた不祥事が多く発生し

ている４。 

金融には複雑で多様な機能があるが、個人や企業、国・地方公共団体などさ

まざまな主体のいわば橋渡しをしているこの金融機関は、今や自国だけではな

く自国以外に対しても影響力を持つようになり、より一層公共性を意識した適

切な経営が求められるようになっている。そして現在、金融機関の行動が現在

の経済社会に対して非常に大きな影響力を持っていることが再認識され、経営

を問いただす国際的な議論が活発に行われているのである。 

金融機関の企業活動に関して、社会・経済一般の関心が高まる一方で、内外

で不祥事が続発している。少なからぬ金融機関において、組織内部における経

営の規律付けが有効に働いていないだけではなく、外部ステイクホルダーによ

る経営の監視機能も十分ではないという懸念が高まっている５。こういった現

状をみて、私は個人的な疑問を持った。社会的責任が大きく公共性の高い産業

を取り扱う金融機関が度重なる不祥事を起こしてしまうのはどういった原因が

あり、どう改善していったらよいのか、金融機関としての責任ある経営のあり

方とはどういうものなのか、というものである。これが、本論文を執筆するに
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至った問題意識である。この問題意識を軸に、論文を展開していく。 

 

 

第２節 金融機関の分類 

（１）分類の提示 

 第 1 節で見てきたように、金融機関は経済の血流を促す土台のような役割を

果たすものであるが、一口に金融機関といってもさまざまな種類がある。そこ

で本節では、金融機関の分類を俯瞰し、本論文で言及していく銀行について述

べていくこととする。 

 金融取引を行う業者として免許・認可・登録等を受けている業者は、「預金取

扱等金融機関」、「銀行等代理業者」、「外国銀行代理銀行」、「金融商品取引業者

等」、「保険会社等」、「信託会社等」、「金融会社」、「無尽業者」、「清算・振替機

関等」、「監査法人等」というカテゴリーにそれぞれ分類することができる６。

本論文では、その中の「預金取扱等金融機関」に言及していく。 

 

（２）銀行（預金受入等金融機関）への着目 

「預金取扱等金融機関」とは、「銀行」、「銀行持株会社」、「信用金庫」、「労

働金庫」、「信用組合」、「系統金融機関（農林中央金庫、信農連、信漁連）」、「県

営信託金融機関」のことであり、都市銀行、信託銀行等が「銀行」に分類され

ている７。論文ではこの「銀行」特に都市銀行に焦点を当てていきたい。その

理由は、日本の企業社会においては間接金融がいまだに多く、企業社会への社

会的責任や役割の大きさということを考えると、これらの中で最も影響力をも

つ主体であると考えるからである。よって、本論文での「金融機関」は主に「銀

行」を想定して論じていく。 

 

 

第３節 本論文の方向性の提示 

 本章第 1 節では、昨今の金融危機等を例にしながら経済社会における金融機

関の役割の重要性を述べ、その適正な経営活動への社会からの要請が高まって

いることを述べた。続いて第 2 節では、その金融機関にはいくつかの分類があ

り、本論文では「預金取扱等金融機関」、特に「銀行」を想定して論じていくこ

とを述べた。金融取引のグローバル化・複雑化が進んでいく中で、これまで以

上に適正な経営活動が求められるようになり、議論が進められている。 

では、具体的にどのような視点から経営を変革していくことが可能かという

ことを本論文では研究していきたい。金融機関にはその社会的公器としての機
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能から、大きな社会的責任が存在する。よって、まず第 2 章で、金融機関の社

会的責任を議論するために金融機関におけるＣＳＲについて概観し、特に金融

ＣＳＲという考え方について述べていき、それを形作るコーポレート・ガバナ

ンスについて触れる。続く第 3 章では、前章からコーポレート・ガバナンスの

視点を引き継ぎ、その周辺議論や金融機関におけるコーポレート・ガバナンス

の議論、有効性をみていく。そして、そこから見えてきた課題について問題提

起をする。第 4 章以降は、その問題提起に対してＣＳＲマネジメントや企業文

化といったアプローチから解決策を考えていく。第 5 章ではそれらの概念を使

って事例研究としてみずほフィナンシャルグループの社員の方へのインタビュ

ー調査、また開示情報からの調査を行い、第 6 章でその結論を、求められる金

融機関のコーポレート・ガバナンスとしてまとめていく。 

 

 

                                                 
１  首藤(2011)  p.1 
２  みずほ総研(2014) p.40 
３  首藤(2011)  p.2 
４  金融庁 行政処分事例集 

http://www.fsa.go.jp/status/s_jirei/kouhyou.html 
５  首藤(2009) p.17 
６  金融庁 免許・許可・登録等を受けている業者一覧 

http://www.fsa.go.jp/menkyo/menkyo.html 
７  首藤(2009) p.17 
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第２章 金融機関におけるＣＳＲ 

 

第１節 本論文におけるＣＳＲの定義と３つの次元 

 本節では、本論文におけるＣＳＲについて定義し、それには３つの次元が存

在することを示していく。近年、企業活動のグローバル化により企業の影響力

が増し、社会の持続可能な発展のために求められる役割や責任が変化してきて

いる。それを踏まえて谷本は、ＣＳＲとは、「企業が経営活動のプロセスに社会

的公正性や倫理性、環境や人権などへの配慮を組み込み、ステイクホルダーに

アカウンタビリティを果たしていくこと」であるとしている１。企業がその事

業活動を行っていくうえで、社会貢献活動にとどまらず本業に組み込んで社会

的・環境的な課題に取り組んでいくこと、すなわちＣＳＲを組み込んだ経営活

動のあり方が求められるようになってきているのである。 

 谷本は、このＣＳＲには以下のような３つの次元があると指摘している。 

 

図表２－１ ＣＳＲの３つの次元 

①経営活動のあり方 
経営活動のプロセスに社会的公正性・倫理性、環境や人権など

への配慮を組み込む（戦略的組み込み） 

 環境対策、採用や昇進上の公正性、人権対策、製品の品質や安

全性、途上国での労働環境、情報公開、など 

⇒＜法令遵守・リスク管理の取り組み＞and＜新しい価値を創造

する積極的取り組み＞（＝イノベーティブな取り組みの必要性） 

②社会的事業 社会的商品・サービス、社会的事業の開発 

 環境配慮型商品の開発、障害者・高齢者支援の商品・サービス

の開発、エコツアー、フェアトレード、地域再開発にかかわる

事業、ＳＲＩファンド、など 

⇒＜新しい社会的課題への取り組み＞（＝社会的価値の創出：

ソーシャル・イノベーション） 

③社会貢献活動 経営資源を活用したコミュニティへの支援活動 

 ・本業から離れた支援活動（金銭的/非金銭的寄付） 

・本業の技術・ノウハウを活用した支援活動 

⇒＜戦略的なフィランソロピーへの取り組み＞ 

出所：谷本（2013）p.25 

 

①の経営活動のあり方とは、企業経営そのものを問うことである。コンプラ

イアンス対応にとどまらず、経営上の課題として取り組むためには戦略が必要
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である。いわゆるコーポレート・ガバナンスやコンプライアンスなどリスク管

理を主眼に置いたものから、リスクをオポチュニティとして捉え、企業経営の

なかに戦略的に取り込むことで、企業価値を創造する積極的な取り組みに分け

ることができる。 

②の社会的事業は、社会的な商品・サービスの提供や、事業の開発を行うこ

とである。社会的な課題の解決をビジネスとして取り組み、新しい可能性を示

すことができ、ビジネスケースとして成り立つもの、ということもできる。 

③の社会貢献活動は、経営資源を活用したいわゆるフィランソロピー活動で

あり、コミュニティが抱える様々な課題の解決に対し、経営資源を活用して支

援することである。 

 これらの 3 つの次元は各々重要なＣＳＲの側面であるが、ＣＳＲにおいて重

要なことは、経営としてまず①の部分に取り組めているかである。それができ

ていないにも関わらず②の社会的事業や③の社会貢献活動を行っていても、社

会から信頼される企業になることはできないのである２。つまり、まず適正な

経営活動のあり方を果たし、その上で社会的事業や社会貢献活動に取り組んで

いく必要があるということである。 

 

 

第２節 金融機関におけるＣＳＲ 

（１）金融ＣＳＲとＣＳＲ金融 

 以上のようなＣＳＲの視点を踏まえて、金融機関におけるＣＳＲについて考

察していく。金融機関であっても、一般の事業会社と同様に、一企業として企

業経営の在り方が問われる。そして、金融機関のＣＳＲを見ていく上では、先

ほどのＣＳＲの３つの次元をさらに「金融ＣＳＲ」と「ＣＳＲ金融」の２つに

分けて考えることができる３。 

 谷本(2007)によると、金融ＣＳＲとは、「金融機関にとってのコンプライアン

スやガバナンスなど、広義のリスクマネジメントなど①の経営活動のあり方に

始まり、③社会貢献活動をも含むすべての金融機関のＣＳＲに関係する活動」

である。そしてその金融ＣＳＲのうち、「社会のニーズを事業化する『社会的事

業』であり、ビジネスケースとして成り立つもの」がＣＳＲ金融である。金融

機関の場合、社会の重要なインフラの一つであるため、その特徴を生かして社

会の課題やニーズを掘り起こし事業機会に変えていくことが、金融機関のＣＳ

Ｒのビジネスケースとして考えられる。 

また、川村(2007)は、一般の事業会社に限らず、金融機関の CSR について

も「プロセス」と「プロダクト」の視点から考えることができるとし、経済・
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社会の血流であろう資金の仲介機能を持つ金融機関には、本業のプロセスとプ

ロダクトにそれぞれ対応する「金融 CSR」と「CSR 金融」という２つの CSR

があるとしている。すなわち、自らの CSR 経営を確立する「金融 CSR」と同

時に、社会的課題の解決のためにその金融機能を活かしたソリューション・ビ

ジネスとしての「CSR 金融」の視点が必要であり、これらは金融機関の本業に

おける CSR の両輪である、と述べている。 

これら２つの解釈を踏まえて、本論文では、金融ＣＳＲを「金融業務の全プ

ロセスの中に、金融業の事業特性を踏まえて統治的・社会的（顧客や従業員を

含む）・環境的課題への配慮を組み込み、自らの CSR 経営を確立すること」と

定義し、ＣＳＲ金融を「社会的課題の解決のために、その金融機能を活かした

ソリューション（金融プロダクト）を提供する金融ビジネス」と定義する４。

この論文では、金融機関が社会的事業や社会貢献活動を行う前に、不祥事防止

や労働環境改善などの経営活動のあり方をしっかり形作っていくことを目的と

している。そのため、この定義により社会貢献活動は金融ＣＳＲから切り離し、

経営プロセスにおけるＣＳＲの組み込みにフォーカスするこの定義の方が、本

論文には適していると考えるからである。具体的に金融ＣＳＲとＣＳＲ金融の

例を提示し、分類したものが図表２－２である。  

 

図表２－２ 

金融機関の本業における二つのＣＳＲ：「金融ＣＳＲ」と「ＣＳＲ金融」  

実践領域  

本業における CSR 
本業外の  

社会貢献  

【金融 CSR】  【CSR 金融】  企業市民活動  

（フィランソロピ

ー）  

金融プロセスにおける  

CSR の組み込み  

金融プロダクトにおける CSR

の組み込み  

E 

（環境）  

・自社の環境負荷の削減  

・カーボン・ニュートラル  

・グリーン購入・調達  

・環境配慮の頒布品  

・環境融資、環境格付融資  

・環境ファンド、環境私募債  

・環境預金  

・環境リスク保険  

・植林活動  

・環境教育  

S 

（社会） 

市

場  

・商品情報へのアクセス  

・契約者・顧客の権利保護  

・公正な取引・競争  

・適切な広告・宣伝  

・商品に対する責任  

・サプライヤーの誘導  

・金利優遇の CSR 融資（法人向

けの育児やワークライフバラ

ンス支援融資など）  

・金利優遇の CSR ローン（個人

向けの女性就業や多子家族支

援、教育ローンなど）  

・芸術メセナ  

・スポーツ協賛  

・学生への奨学金  

・災害復興支援  

・職員へのボランテ

ィア活動支援  
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従

業

員  

・人権擁護、差別撤廃  

・機会均等、雇用の多様性  

・就業能力の開発  

・仕事と生活の調和  

・労働安全衛生、就業環境  

・ハラスメント防止  

・児童労働・強制労働防止  

・CSR 私募債  

・CSR リスク保険  

・SRI（社会的責任投資）  

・高齢者向け生命保険  

・利子寄付型貯蓄商品  

・地域づくり・福祉ファンド  

・特定贈与信託（信託銀行）  

・社会開発への投融資（マイク

ロファイナンス、マイクロイ

ンシュアランス  

・諸団体への寄付  

・近隣の清掃活動  

・健康・福祉活動へ

の助成・支援  

・学術研究への助成  

・国際交流支援  

・金融投資教育  

・寄付講座  

・データベース解放  
社

会  

・地域社会の安全・安心  

・金融犯罪の防止  

・店舗のユニバーサルデザイン  

G 

（統治）  

・企業統治、企業倫理  

・内部統制、法令順守  

・説明責任、情報開示  

・リスク・マネジメント（危機管

理、事業継続計画＝BCP）  

・BCP 格付融資  

―  

総合  

・自己投資、資産運用における E・

S・G の配慮  

・プロジェクト・ファイナンス

における E・S・G の配慮  ―  

出所：川村(2007)p.9 

 

 金融ＣＳＲにおいて、金融プロセスにおける統治的課題には、企業統治、企

業倫理、内部統制・法令順守、説明責任・情報開示などがある。いずれも「経

営の誠実さ」を反映するものであり、ＣＳＲ経営の基礎構造そのものであるが、

広義のリスク・マネジメントあるいは防御的ＣＳＲともいえる。社会的課題と

しては、契約者・顧客に対する権利保護、商品情報へのアクセス性向上、公正

な取引・競争などがあり、従業員に対しては雇用における人権・差別問題への

対応、機会均等、仕事と生活の調和、メンタル・ヘルスなどがある。また、金

融機関が自ら行う投資や資産運用（受託）の領域でも、株主・投資家として社

会的に責任ある運用が求められる。 

 また川村(2007)は、「金融機関として「金融ＣＳＲ」の明確な理念と方針をも

ち、経営の健全性を維持しつつ、顧客・契約者や社会から信頼される金融機関

であるために自ら律していかねばならない。そのためには PDCA（計画・実行・

見直し・是正）のマネジメントシステムの整備は不可欠である」と述べている。

そのうえで、本来の金融業務そしてＣＳＲ金融を行うことができるのである５。 
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 そのＣＳＲ金融は、先ほど述べたように、金融機関の持つ資金仲介機能によ

り相手先企業の CSR を支援・誘導すること、ローカル・グローバルの様々な

社会的課題の解決に向けて、個人・法人を問わず、金融商品として何が提供で

きるかを考えることを指す。環境分野では取組事例が比較的多く、環境配慮型

の住宅購入や設備投資に金利を優遇する環境融資、環境格付融資、あるいはエ

コファンドやカーボンファンド、汚染土地再生ファンドなどがある。社会分野

でも先進的な取組がみられ、ＳＲＩの設定・運用だけでなく、企業のＣＳＲ促

進のための金利優遇の融資制度や私募債の引き受け、また高齢社会に対応した

生保商品や信託制度もある。企業統治分野ではリスク管理の視点から事業継続

計画（BCP）に対する格付融資も開発されている。なお、国際的にはプロジェ

クト融資時に環境・社会的課題を考慮する民間自主協定もある６。 

金融機関とは、市場経済の血脈を扱う社会の重要なインフラであり、金融業は

公共性を伴う産業である。よって、本業の事業活動が適正に行われることに対

しては非常に重要な責任があり、他の産業以上に①の経営活動のあり方が厳し

く求められるべきである。金融機関のＣＳＲとは、金融ＣＳＲがしっかりと取

り組まれ、社会から信頼されることがまず最優先であり、前提である。その上

でＣＳＲ金融、ビジネスケースとしてのＣＳＲに取り組んでいくライセンスが

与えられるのである７。 

 

 

（２）金融機関のＣＳＲの現状 

 それでは、実際には金融機関のＣＳＲへの対応はどのようなものになってい

るのであろうか。金融庁は 2006 年と 2009 年に金融機関を対象とするアンケー

トを行い、それをもとに「金融機関のＣＳＲ実態調査結果」（2006 年、1217 機

関回答、回答率 98.6％）と、「金融機関のＣＳＲ調査結果概要」（1343 機関回答、

回答率 96.6％）を公表している。以下ではまずこれらをもとに日本の金融機関

におけるＣＳＲの現状を俯瞰する。 

 

 

１） 金融機関の７割がＣＳＲを重視した取組 

2009年の調査によると、「ＣＳＲを重視した具体的取組みを行っている」と

回答した金融機関は、全体では967機関（72.0％）と回答機関の約7割を占める。

その結果が図表２－３である。主要行等は100％、地域銀行でほぼ全行が取り組

んでいる。金融業のＣＳＲは遅れていると言われるが８、『何らかのＣＳＲの

取組』とはいえ取り組んでいる機関は多いことがわかる。それを示したものが
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図表２－３である。なお、以下の図表内の「今回」は2009年の調査、「前回」

は2006年の調査結果を示している。 

 

図表２－３ ＣＳＲを重視した具体的な取り組みの実施状況等 

 

出所：金融庁「金融機関のＣＳＲ調査結果概要」(2009) 

 

 

２)主な金融機関のＣＳＲの認識は「社会・地域貢献」 

図表２－４のように、2006年の調査では、預金等取扱金融機関のＣＳＲの取

組内容については、全体では「社会貢献」（27.9％）が最も多く、続く「地域

貢献」（32.7％）を加えると半分以上である。主要行等では「社会貢献」が33.9%

で最も多く、2番目に多いのが「環境保全」であり、地域銀行では「地域貢献」

が34.6%、「社会貢献」が25.4%であった。このことから、地域銀行が地域への

密着、地域貢献を強く意識しており、主要行は、特定地域だけではなく広範な

社会貢献活動を指向していることがわかる９。 



15 

 

「コンプライアンス」や「従業員関連」は主要行等でも7.9%、10.2%となっ

ており、「ＳＲＩ（社会的責任投資）」（2.4％）もごく僅かである。ただし、

この金融庁調査（2006 年１～３月にアンケート実施）の後に、金融機関の不祥

事や金融庁の行政処分が頻発していたため、2009年の調査でその結果は示され

ていないが、現時点では「コンプライアンス」と「顧客・消費者関連」が増え

ている可能性はある。しかしながら、以上のようにＣＳＲはいわゆる社会貢献

活動であるという理解がこの時点では主流であったことがわかる。したがって、

図表２－５のように、いつからＣＳＲに取り組んでいるか、という質問に対し

ては、多くの銀行が1990年代、2000年代から取り組んでいたと回答している。

本業外での企業市民活動はＣＳＲの本来の姿とはかけ離れたものと言わざるを

えない。これに対して川村(2007)は、従来からの社会・地域貢献活動を最近に

なってＣＳＲとして再定義したというのが実態であろう、と分析している。 

 

図表２－４ ＣＳＲを重視した具体的な取り組みの項目 

 

出所：金融庁「金融機関のＣＳＲ実態調査結果の概要」(2006) 
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図表２－５ ＣＳＲの取組を始めた時期

 

出所：金融庁「金融機関のＣＳＲ実態調査結果の概要」(2006) 

 

 

 

 

 

 また、ＣＳＲの主な取り組み理由についての回答からも、ＣＳＲを社会貢献

活動と捉えている節が見受けられる。図表２－６のように、預金取扱金融機関

では「地域との共存共栄」約７割を占め、2006年調査時よりは減少しているも

のの最大の理由となっている。また、金融ＣＳＲ、ＣＳＲの３つの次元の「①

経営活動のあり方」につながる考え方である金融業の「取扱う事業の公共性に

鑑みて」は、9.7%と、1割ほどの認識しかなかった。 
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図表２－６ ＣＳＲを重視した取組みを行う主な理由 

 

出所：金融庁「金融機関のＣＳＲ調査結果概要」(2009) 

 

 

（３）求められる金融機関の体質改善 

以上でみたように、現在の金融機関における主なＣＳＲの認識は社会貢献活

動であり、金融ＣＳＲ、特にＣＳＲの３つの次元における「①経営活動のあり

方」を認識している金融機関は一部に限られている。しかしながら、第２節(２)

で述べたように、本業とかけ離れた社会貢献活動を行っているだけでは、金融

ＣＳＲを果たしていくことにはならない。そうした現状を打開するためにはど

ういったことをする必要があるのか考えていきたい。 

金融機関の本業においてＣＳＲ経営を確立することが「金融ＣＳＲ」であり、

「ＣＳＲ金融」実践の大前提でもある。しかし、金融庁の2006 年度の調査によ

れば、137 の金融機関の約6 割が「法令遵守態勢が不十分で改善が必要である」

と指摘されている１０。 

図表２－７は2007年度以降に金融庁から業務改善命令や業務停止命令など

の行政処分を受けた金融機関の処分内容とその事由をまとめたものである。

2006年までは前述したとおりなので、それ以降の主な商業銀行の事例をまとめ
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ている。2007年以降においても、法令等遵守にかかる内部管理体制の不備が多

く、内部統制で求められる基本的な要件が未整備であったことが明らかである。

これについて川村(2007)では、経営レベルの内部管理の不徹底と職員の日常の

業務レベルでの統制体制の不備が主たる原因となっていると述べられている。 

 

図表２－７ 2007年以降の金融庁による金融機関の処分内容と処分事由 

処分公表日 会社名 処分内容 処分事由 

2007.2.15 三菱東京ＵＦＪ銀行 業務停止命令 法令等遵守にかかる

内部管理体制の不備 

2007.2.15  三菱東京ＵＦＪ銀行 業務改善命令 法令等遵守にかかる

内部管理体制の不備 

2007.6.11 三菱東京ＵＦＪ銀行 業務改善命令 

業務改善命令 

法令等遵守にかかる

内部管理体制等の脆

弱化 

2007.6.28 新生銀行 業務改善命令 収益目標と実績とが

大幅に乖離 

2008.7.25 あおぞら銀行 業務改善命令 収益目標と実績とが

大幅に乖離 

2009.6.26 シティバンク銀行 業務停止命令 

業務改善命令 

法令等遵守にかかる

内部管理体制の不備 

2009.7.28 新生銀行 業務改善命令 収益目標と実績とが

大幅に乖離 

2009.7.28 中央三井トラスト・

ホールディングス 

業務改善命令 収益目標と実績とが

大幅に乖離 

2009.7.28 あおぞら銀行 業務改善命令 経営健全化計画を自

ら的確に履行しよう

としていないこと 

収益目標と実績とが

大幅に乖離 

2009.12.4 ゆうちょ銀行 業務改善命令 法令等遵守にかかる

内部管理体制の不備 

2010.6.30 新生銀行 業務改善命令 収益目標と実績とが

大幅に乖離 

2011.5.31 みずほ銀行 業務改善命令 システムリスクにか

かる内部管理態勢の
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不備 

2011.5.31 みずほフィナンシャ

ルグループ 

業務改善命令 システムリスクにか

かる内部管理態勢の

不備 

2011.12.16 シティバンク銀行 業務停止命令 

業務改善命令 

法令違反、法令等遵

守にかかる内部管理

態勢の不備 

2013.9.27 みずほ銀行 業務改善命令 法令等遵守にかかる

内部管理態勢の不備 

2013.12.26 みずほ銀行 業務停止命令 内部管理態勢及び経

営管理態勢の不備 

2013.12.26 みずほ銀行 業務改善命令 内部管理態勢及び経

営管理態勢の不備 

2013.12.26 みずほフィナンシャ

ルグループ 

業務改善命令 内部管理態勢及び経

営管理態勢の不備 

出所：金融庁「行政処分事例集」 

 

上記の金融庁の処分事由をみると、顧客や契約者の利益に直接かかわるもの

が多く、金融業の根幹にかかわる内部管理体制の不備は明らかである。すべて

の金融機関ではないものの、これまでの金融機関の企業体質が露呈していると

言わざるをえない。川村は、こうしたコンプライアンス体制の確立やリスクマ

ネジメントの徹底は、顧客や契約者の信頼の確保に繋がるが、いったん信頼を

失えば甚大な損害だけでなく、レピュテーション・リスクをも負うことになる

とも述べている１１。現在、既に各金融機関はその改善に向けて努力しているが、

「上辺だけのＣＳＲ」と言われぬように、今後は金融機関のＣＳＲ経営にとっ

て、トップ・コミットメントに基づく企業体質の改善が求められるのである。 

 

 

第３節 金融ＣＳＲとコーポレート・ガバナンスの関連性 

 以上のことから考えると、金融ＣＳＲを果たしていくためには、金融機関に

おける経営活動のあり方が問いただされ、企業体質を改善していくことが求め

られる。では、その適正な経営活動のあり方とは、どのような視点で考えてい

けばよいのであろうか。首藤（2011）は、「金融サービス業は、企業としての利

益の追求と同時に、金融システムの担い手として『社会的責任』を果たすこと

が求められる。担っている経済機能と経済社会に及ぼす外部効果の大きさゆえ
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に、本来、利益追求に際して他の産業よりも厳しいガバナンス体制が求められ

るはずである。金融サービス業が企業としての目的を追求するために必要な職

業倫理の徹底と信認を確立するうえで、コーポレート・ガバナンス・アプロー

チは、実践的な枠組みを与えてくれる」と述べている１２。金融危機以降、金融

機関の社会的責任や経営を考える上でコーポレート・ガバナンスの観点から議

論が様々に行われている。そこで以下では、金融ＣＳＲを果たしていくための

経営を考える上で、コーポレート・ガバナンス枠組みが有用であるという視点

にたち、その議論を見ていくこととする。 

 

 

                                                 
１  谷本(2013) p.15 
２ 谷本(2013) p.27 
３  谷本(2007) p.11 
４  川村(2007) p.8 
５  川村(2007) p.8 
６  川村(2007) p.9 
７  谷本(2007) p.12 
８  川村(2007) p.10 
９  谷本(2013) p.21 
１０  川村(2007) p.20 
１１  川村(2007) p.21 
１２  首藤(2011) p.11 
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第３章 金融機関におけるコーポレート・ガバナンス 

 

第 1 節 コーポレート・ガバナンスとは 

本論文では、金融ＣＳＲを果たしていくための経営活動のあり方をコーポレ

ート・ガバナンスの視点からみていくことを先に示した。本章では、まずその

コーポレート・ガバナンスの議論の変遷や定義を俯瞰し、ＣＳＲと関連付けて

コーポレート・ガバナンスに取り組んでいくことが求められるようになってき

たことを述べる。その上で、金融機関のコーポレート・ガバナンスとしては何

が求められると考えられるのかを分析し、その課題や限界を探っていく。 

 

 

（１）コーポレート・ガバナンスの定義 

 コーポレート・ガバナンスの意味は、さまざまな定義がなされている。コー

ポレート・ガバナンスは経営、経済、法律、会計、金融、証券、財務、労働な

どの研究と実践の各分野において、洋の東西を問わず、学際的に進められてき

たからである。そして、大きく分けて２つの視点がある。一つは「企業と利害

関係者との関係」という意味である。この意味で使うとき、「企業は誰のために

経営されるべきか」が問題とされる。もう一つは、「経営者の経営を監視・監督

する仕組み」である。この意味で使うときは「経営者の経営に対する監視・監

督は誰の観点からなされるべきか」が問題とされる１。 

よって、コーポレート・ガバナンスの定義自体もさまざまな主体が考えてい

るため、一つの定義が明確に共通認識されているわけではない。しかしながら、

比較的浸透している理解として、ＯＥＣＤのコーポレート・ガバナンス原則が

ある。そこで、本論文ではその原則の定義を基本的な解釈としていく。その定

義は以下のようなものである。 

「経済効率性を改善し、成長を促進し、投資家の信頼を高める上での一つの

重要な要素である。会社経営陣、取締役会、株主およびその他の利害関係者の

間の一連の関係に関わるものである。会社の目標を達成するための手段や会社

業績をモニタリングするための手段を決定される仕組みを提供するもの。よい

コーポレート・ガバナンスは、取締役会や経営陣に、会社や株主の利益となる

目標を追求するインセンティブを与え、有効な監視を促進するものであるべき

である。」（ＯＥＣＤ「コーポレート・ガバナンス原則２」より） 

この定義を利用する理由は、先述した大きな２つの意味をどちらも包含して

いることと、金融危機後の金融機関のコーポレート・ガバナンスを問いただす

議論が活発化していた際に、この原則自体には不備はない、という結論になり、
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この原則の改定はなされなかったからである。今回の金融危機では、金融機関

の不適切なコーポレート・ガバナンスが一つの要因であったという説もあるが、

原則自体に問題があるのではなく、それが形式的に扱われ、経営に組み込まれ

ていなかったことが問題であったという主張もある３。よって、この原則にお

けるコーポレート・ガバナンスの定義は現時点では普遍的であると考えられる

ため、本論文はこの解釈のもと進めていく。 

  

 

（２）議論の変遷 

金融機関におけるコーポレート・ガバナンスをみていくために、まず一般的

なコーポレート・ガバナンスの議論の変遷を簡単に俯瞰する。その議論の動向

は、大きく分けて３つの波がある。 

第 1 は、1980 年代後半に米英で発生した企業の不祥事に端を発した 1990 年

代の一連の改革である。米国では 1980 年代後半に企業の収益の低迷や企業不祥

事の多発などから、機関投資家による「経営管理」の強化の動きが生まれ、議

決権行使が重視されるようになった４。英国でも、公開企業の不祥事や不透明

な情報開示が多発し、経営者や役員を監視する規範が定められた。米英におけ

るこうした各種ガイドラインの発表などの議論は国際的にＯＥＣＤのコーポレ

ート・ガバナンス原則(1999 年)に結実している。第 2 は、2001 年から 2002 年

に発生したエンロンやワールドコムなどの企業会計不祥事を契機とする一連の

改革である。米国においてはＳＯＸ（サーベンス・オクスリー）法(2002 年)を

生み、英国においてもスミス委員会報告(2003 年)等のガイドラインや各種の会

社法改正につながっている。これらの動きは 2004 年のＯＥＣＤコーポレート・

ガバナンス原則の改訂をもたらしている。第 3 の波は、現在も継続中の今般の

世界金融危機に端を発した、金融機関の経営管理を中心とする一連の改革であ

る。日本においては、1995 年の大和銀行ニューヨーク支店巨額損失事件に関す

る判決以降、内部統制の構築や監視が取締役会の善管注意義務・忠実義務の一

内容を構成することが確立した。また、上記のグローバルな経営管理の改革の

後を追うかたちで、2001 年から、商法・会社法の改正、金融商品取引法の制定、

内部統制を規定するフレームワークである「日本版ＣＯＳＯ」の制定が行われ

ている５。 

 このように、企業による不祥事を契機とし、ＣＳＲの 3 つの次元の①「経営

活動のあり方」が社会で問われるたびに、コーポレート・ガバナンスの議論が

進められてきたのである。 
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（３）コーポレート・ガバナンスとＣＳＲ 

 そしてこうした潮流の中で、近年では、それまで別々に議論されてきたコー

ポレート・ガバナンスとＣＳＲが関連付けて議論されるようになってきている。

これまでＣＳＲとコーポレート・ガバナンスは別々に理解されてきたといえる

が、これらはオーバーラップする概念と捉えられるようになってきているのだ。

谷本(2013)によると、これまでの一般的な理解では、コーポレート・ガバナン

スは、主に会社機関である株主総会、取締役会、監査役会などのあり方に焦点

が当てられ、株主利益を保護するため経営者の行動をコントロールすることが

強調されてきた。しかし、株主の権利・利益と同様ステイクホルダーのそれら

も守り、その価値を高めるようにするコーポレート・ガバナンスの考え方は、

CSR の考え方とつながるものである。また企業はその経済的・社会的活動を通

して、様々なステイクホルダーとかかわっており、それらの期待に応えること

なしに、株主価値を高めることはできない、という６。つまりＣＳＲは、コー

ポレート・ガバナンスや経営システムの中核に組み込まれてこそ組織内で機能

していくものであり、コーポレート・ガバナンスは適正なＣＳＲ経営と統合し

た時に、より効果的に機能するものであるとされている７。ＣＳＲを経営活動

のあらゆるプロセスに組み込むためには、コーポレート・ガバナンスにＣＳＲ

を組み込んでいく必要がある。また、ＣＳＲを考える上でもコーポレート・ガ

バナンスを考えるべきなのである。 

 

 

第２節 金融機関におけるガバナンス 

以上のことを踏まえ、本節では金融機関におけるガバナンスがどのように議

論されているのかをみていく。 

 

 

（１）内部ガバナンスと外部ガバナンス、自己規律 

 金融機関のガバナンスを考える上では、内部ガバナンスと外部ガバナンスに

分けて考えることができる。 

金融サービス業のガバナンスの目的は、企業としての経済的利益と金融の社

会的責任という目的を調和的に実現するということである。経営者と外部ステ

イクホルダーの間の情報の非対称性が大きいほど、株主、顧客・利用者、経済・

社会による「外部ガバナンス」を支える情報開示制度や公的規制の強化への要

請が高まる８。外部ガバナンスとは、狭義では株主による規律付けであるが、

より広く、債権者、顧客・利用者、社会など、外部ステイクホルダーによる企
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業経営の監視と評価を通じて、企業経営を方向付ける仕組みである。金融ビジ

ネスにおける企業価値の向上には、法的規制の遵守のみならず、市場における

「評判」も外部ガバナンス・メカニズムとして有効に機能するものである。評

判の確立は、つねに短期的な利益追求とのディレンマに直面するが、評判の確

立は本来、長期的視点に立った厳しい内部ガバナンスの上に成り立つものであ

る９。 

また、経営の自律性を維持するには、自己規律の強化と外部ステイクホルダ

ーへの説明責任を果たすための、「内部ガバナンス」の整備が不可欠である。こ

の内部ガバナンスとは、①取締役会や監査役制度を軸とする内部機関と報酬制

度の設計、②外部への情報開示体制、③内部統制を軸とするリスク管理体制か

らなるものである１０。内部統制とは、統制目的の達成に関して合理的な補償を

提供することを意図した事業体の取締役会、経営者およびその他の構成員によ

って遂行されるプロセスである。「統制目的」とは、業務の有効性と効率性、財

務報告の信頼性、関連法規の遵守を達成することである１１。 

さらに金融ビジネスの内部組織において、これら内部ガバナンスの３つの要

素を支えるのが、専門業者としての職業倫理であり行動規範である。職業倫理

は経営者自身の自己規律の規準であるだけでなく、組織内での評価制度の基軸

を明確にして従業員の経営に対する関心を高め、経営への監視と牽制を機能さ

せるものでなくてはならない。経営陣を含む組織構成員の行動は組織の信頼を

支える基盤であり、信頼の構築には金融サービスの機能に応じた行動規範や職

業倫理を内部化する必要があるのだ１２。行動規範や職業倫理は経営者自身の自

己規律を高めるだけでなく、従業員の経営に対する関心を高め評価の基軸を明

確にして、組織内部における経営への監視と牽制の機能を高めるだろう。これ

ら３つの要素は、相互に関連しつつ企業としての「自己規律」を支えているの

である１３。 

 

図表３－１ 職業倫理、内部ガバナンス、自己規律の関係 

 

出所：首藤(2009)、同(2011) より作成 

企業倫理、職業倫理 

内部ガバナンスの 

３つの要素（①～④） 

自己規律 
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 自己規律とは、金融プロセスに介在して利益を追求するうえでなすべきこと、

してはならないことを明確にした倫理的方針の策定と組織内での浸透、そして

それにもとづいて対外的な説明責任を果たす自主的努力である。またそれは、

社会の倫理や理念と抵触しない、あるいは、積極的に対応する長期的な利潤追

求行為の基盤であり、コンプライアンスを超えた自発的な行為と解釈できる１４。

市場の不完全性と情報の非対称性のもとで円滑な金融取引を実現するためには、

実際には公正取引に関する制度化されたルールや合意を字面通り遵守する（コ

ンプライアンス）だけでなく、取引者間の「信認」の構築が不可欠である１５。 

その「信認」の基盤は自己規律であり、自己規律の基盤はコンプライアンス

を超えた専門業者としての行為規範の遵守である。言葉を変えると、金融市場

の機能を向上させるためには、市場参加者、市場仲介者、市場監督者、市場運

営者のそれぞれにおける、業務特性に応じた「職業倫理」の確立と実践が大き

な課題となる。こうした視点に立つならば、「職業倫理」は企業の自己規律メカ

ニズムの重要な要素であり、組織内部における専門業者の職業倫理の徹底と外

部者による評価は、金融サービス業者にとってコーポレート・ガバナンスの周

辺問題ではなく、中心的課題の一つである１６。 

 

 

（２）具体的な金融規制・監督 

金融機関のコーポレート・ガバナンスを考える際には、職業倫理や行動規範

を基盤とした、自己規律をはかる内部ガバナンスと、外部ステイクホルダーか

らの監督などを指す外部ガバナンスがあるということが分かった。以下では、

「金融機関の経営管理（コーポレート・ガバナンス）」として施行されている具

体的なルールを、日本国内のものと国際的なものを俯瞰していく。 

 

 

１）日本の金融検査・監督 

 各金融機関は、その業務の経済、社会に与える影響、すなわち公共性を十分

に踏まえた経営が求められる。金融機関において、こうした経営が確保される

ために金融規制があり、規制が的確に遵守されるように措置される行政上の対

応が金融検査・監督である。以下の図表３－２は日本におけるその体系を示し

ている１７。 
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図表３－２ 銀行に対する規制の体系 

 

出所：目黒・栗原(2014) p.6 

 

ここでは代表的な監督のルールとして金融検査マニュアルをみていきたい。金

融検査マニュアルとは、預金等受け入れ金融機関に係る検査マニュアルとも呼

ぶもので、金融庁の検査官が預金等受入金融機関を検査する際に用いる手引書

である。各チェック項目の水準の達成が金融機関に直ちに義務付けられるもの

ではない。内容としては、①経営管理（ガバナンス）、②金融円滑化編、③リス

ク管理等編に即して、金融機関の経営管理や内部管理体制に関する確認検査用

チェックリストを網羅的に記載している。具体的なチェック項目は以下の図の

通りである。 

 

図表３－３ 金融検査マニュアルの項目 

経営管理（ガバナンス）  ・代表取締役、取締役及び取締役会による経

営管理（ガバナンス）態勢  

・内部監査態勢の整備・確立状況  

・監査役・監査役会による監査態勢の整備・

確立状況  

・外部監査態勢の整備・確立状況  

「金融円滑化編」  ・経営陣による管理態勢の整備・確立の状況  

「リスク管理等編」  ・管理者による管理態勢の整備・確立の状況  

・個別の問題点  

出所：目黒・栗原(2014) p.13 
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上記のようなチェック項目を活用して、検査官が具体的に確認していくよう

になっている。「経営管理（ガバナンス）」に限らず「金融円滑化編」「リスク管

理等編」でも、経営陣の管理態勢整備や確立の状況をチェックするようになっ

ており、いかにＰＤＣＡサイクルが確立しているかという観点から検証項目が

設定されている。また、この検査項目には、一般的な経営管理で議論される取

締役会、内部監査、監査役監査、外部監査といった役割の有効性もチェックさ

れるようになっている。つまり、内部ガバナンスに対してのチェックを行って

いるといえる。 

 

 

２）国際的な金融規制・監督 

各国の金融規制・監督制度は、歴史的にそれぞれの国内において独自の発展

を遂げてきた。金融セクターの在り方や同セクターが取り扱う顧客や産業構造

が各国ごとに異なることから、各国における適切な検査・監督制度が異なる。

しかし、金融業務や取引がグローバル化することで、各国の検査・監督方針や

コアとなる基準を統一することの必要性が高まってきた。更に、リーマンショ

ック以降は、グローバルに展開する金融グループに関する関係当局が、個別の

金融機関や金融グループに対する監督に関しても、より緊密に連携し合うこと

の重要性が高まっている１８。現在の国際的な金融規制改革の議論の枠組みは、

図表３－４のように、大きく 3 層構造となっている。Ｇ20 において改革に関す

る方向付けや進捗状況の確認、基本的なルールの承認が行われ、Ｇ20 からの指

示を受けた金融安定理事会（ＦＳＢ）やバーゼル銀行監督委員会（ＢＣＢＳ）

などの国際機関が具体的な改革に関する原則を設定し、各国当局がそうした原

則に即した国内法・ルールを制定して監督する、という枠組みが基本である１９。 

その中でも、バーゼル銀行監督委員会は、「金融機関の監督に関する基本的

なグローバルスタンダードを取りまとめ、銀行監督に関する国際協力の枠組み

を整備すること」を目的にＧ１０の中央銀行総裁により 1974 年に設置された

組織であり、Ｇ２０諸国を中心に中央銀行および金融監督を担う行政当局代表、

ＩＭＦで構成されている組織である。国際的な規制そのものを制定あるいは実

施する権限を有していないものの、各国共通の理解をもとに、銀行監督に関す

る概括的な規準、指針あるいは推奨事項を取りまとめ、メンバー諸国やほかの

国々の規制監督当局がそれぞれの国独自の法令を制定するにあたって参照する

ことで、銀行監督に関する国際的に共通のアプローチあるいは規準が形成され

ることを促している２０。そして、この委員会では「コーポレート・ガバナンス

を強化するための諸原則」を定めている。これは、各国の銀行監督当局が健全
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なコーポレート・ガバナンス実務を採用することを促すために、1999 年にバー

ゼル委員会が公表したものである。その後ＯＥＣＤが前節で定義として使用し

た「コーポレート・ガバナンス原則」を 2004 年に改定したのを受けて、この

原則も 2006 年に「銀行組織にとってのコーポレート・ガバナンスの強化」と

して改定され、さらに金融危機の教訓を踏まえて 2010 年に見直されている。

その際重視された点は、図表３－５のとおりである。 

 

 

 

図表３－４ 国際的な金融規制改革の議論の枠組み

 

出所：みずほ総合研究所編(2014) p.45 
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図表３－５ 「銀行組織にとってのコーポレート・ガバナンスの強化」にお

けるコーポレート・ガバナンスの強化の点  

 

出所：みずほ総合研究所編(2014) p.53 

 

今般の金融危機は、マーケットやビジネスモデルの急速な変化や、多様にグ

ループ化する金融機関の潜在的なリスクの見極めに監督体制が十分対応ができ

なかったこと、大規模金融機関におけるモラル・ハザード、短期的な収益の獲

得を重視する金融機関の報酬体系、金融市場のグローバル化や商品の複雑化に

よるリスクの広がりといったことが複雑に絡み合って発生してしまったという

議論がなされており、それを変革していくために、上記にあるようなことが原

則の議論において重視されたのである２１。これも、やはり日本における金融検

査マニュアル同様内部ガバナンスに対して外部から言及するものであり、取締

役などトップ層だけではなく、内部でのコミュニケーションや従業員の報酬へ

の意識の変革、グループとしての企業構造の不透明さというような、ソフト面

での改革が重要視されているということがわかる。 

 

  

第 3 節 ガバナンス議論の限界と問題提起 

 ここまで、金融機関におけるコーポレート・ガバナンスについて具体的にみ

てきた。第 2 節で述べたように、金融機関のガバナンスを考えるうえでは、外

部ガバナンスと内部ガバナンスとに分けて考えられるということ、そして内部

ガバナンスは職業倫理が基盤となっており、それらが自己規律を確立していく

ということがわかった。そして、それを監督・統制するためのルールすなわち
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外部ガバナンスは、内部ガバナンスに対してのものであり、国際的なもの、各

国当局のもの、さまざまに存在し、その中で金融機関は経営活動を行っている。

金融危機が起きてからも、各国の金融機関が同じ過ちを繰り返さず適切な経営

活動を行っていけるように、その改良が進められている。 

しかしながら、日本の金融機関を見てみると、そのように当局からの監督を

受けていても、不祥事が起きていることは第 2 章でも述べた通りである。上述

したように、金融機関に対する監督はより精細に、そして金融機関の適切な経

営活動のあり方を求めるようになってきているが、現実として不祥事は起きて

しまうことを考えると、自己規律が不十分であるということ、また内部ガバナ

ンスに対しての外部からの監督には限界があると考えられるのではないだろう

か。制度は常に実態から遅れがちであるし、どのように精緻な法制度・規制に

よっても、金融市場における取引者のモラル・ハザードを十分に抑制すること

はできないかもしれないのである２２。本来ガバナンスシステムは、ハードウェ

ア（組織体制やプロセスなど）と「ソフトウェア」（人材やスキルや価値観など）

の両方からなる明確な構造を中心として構築される。ハードウェアを動かすの

はソフトウェアである、という考えもある２３。だからこそ、バーゼル委員会の

「銀行組織にとってのコーポレート・ガバナンスの強化」にもあったように、

組織内でのコミュニケーションのあり方などといったソフトな面での変革が必

要だとされているのではないだろうか。金融機関の「経営管理」にとって態勢

の実際の有効性が重要であることはすでに述べてきたとおりであるが、これを

裏返せば、コーポレート・ガバナンスの態勢の設計のみならず、それが実際に

運営される際に役職員の行動の背景や動機となる要素を適切に管理することの

重要性もある。外部ガバナンスやすでにある内部ガバナンスの制度が、ルール

を明確化しそれを徹底するという意味でハードな手段による統制だとすれば、

役職員の内面に影響力を及ぼすかたちでのソフトな統制ともいえよう２４。 

そこで、外部からの監督・統制だけではなく、それらを有効に機能させるた

めに、まず組織のトップや構成員一人ひとりが金融機関としての公共性を考え

ることや、今以上に職業倫理を徹底し、自己規律をしっかり確立していくよう

な内部でのガバナンス、とくに、組織構成員の意識や金融機関内でのコミュニ

ケーションのあり方を考えていくことが、より重要なのではないか、という問

題提起をしたい。そしてそうした内部でのガバナンスは同時に、金融 CSR を果

たすためにも重要であろうことは言うまでもない。 

 以下では、そうしたことを実現するコーポレート・ガバナンスに重要な要素

として CSR マネジメントと企業文化の醸成を提示し、論じていく。それらの有

用性等については第 4 章以下で述べていくこととする。 



31 

 

                                                 

１  飯富他(2006) p.17 

２  ＯＥＣＤ コーポレート・ガバナンス原則 

1999 年に作成され、「有効なコーポレート・ガバナンスの枠組みの基礎の確保、

株主の権利、株主の平等な取扱い、コーポレート・ガバナンスにおける利害関

係者の役割、情報開示と透明性、取締役会の責任における諸原則」を規定して

いる。拘束力はないものであるが、望ましい経営管理体制を構築するための国

際的な共通原則を示したという位置づけになっている。その後 2001 年にエン

ロン、2002 年にワールドコムの破たんを受け、2004 年に改訂した。「市場や法

律の整備による有効なコーポレート・ガバナンスの枠組みの確保、監督官庁の

責任の明確化等」が新たに求められ、内部告発者の保護が明記された。その後

2010 年に「コーポレート・ガバナンスと金融危機：原則の実施を強化するため

の新しい最良慣行と結果」が発表されている。（目黒・栗原(2014) p.39～42 よ

り） 
３  谷本(2013) p.108 
４  目黒・栗原(2014) p.44 

５  目黒・栗原(2014) p.39 

６ 谷本(2013) p.42 

７  谷本(2014) p.88 
８  首藤(2009) p.17 
９  首藤(2011) p.11 
１０首藤(2011) p.10 
１１目黒・栗原(2014) p.42 
１２首藤(2011) p.10 
１３首藤(2009) p.19 
１４首藤(2011) p.11 
１５首藤(2009) p.19 
１６  首藤(2009) p.20 
１７  目黒・栗原(2014) p.5 
１８  目黒・栗原(2014) p.18 
１９  みずほ総合研究所(2014) p.44 
２０  目黒・栗原(2014) p.21 
２１  みずほ総合研究所編(2014) p.41～44 
２２  首藤(2009) p.19 
２３  Group of Thirty「金融機関の効果的なガバナンスに向けて」 (2012) p.19 

http://www.shinnihon.or.jp/industries/financial-institutions/general/topics/

pdf/G30-Toward-Effective-Governance-of-Financial-Institutions-J.pdf 

 
２４  目黒・栗原(2014) p.81 

http://www.shinnihon.or.jp/industries/financial-institutions/general/topics/pdf/G30-Toward-Effective-Governance-of-Financial-Institutions-J.pdf
http://www.shinnihon.or.jp/industries/financial-institutions/general/topics/pdf/G30-Toward-Effective-Governance-of-Financial-Institutions-J.pdf
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第４章 ＣＳＲマネジメントと企業文化 

 

第 1 節 ＣＳＲマネジメント 

ここまで述べてきたように、金融ＣＳＲを果たしていくには、経営活動にＣ

ＳＲを組み込んでいく必要があり、それはいかにすべきなのかということを、

第３章でコーポレート・ガバナンスの視点から考えてきた。そして、金融ＣＳ

Ｒを果たすには、内部ガバナンスに対しての外部からの監督には限界があるの

ではないか、外部ガバナンスを有効に機能させるためにも、職業倫理を徹底し、

自己規律を確立していけるように内部ガバナンスを行っていくことがより重要

なのではないかという問題提起をした。そこで、本章ではその問題提起に対し

てＣＳＲマネジメントと企業文化という観点から議論を進めていきたい。まず

本節ではＣＳＲマネジメントの分析をとおして問題提起について考えていく。 

ＣＳＲをあらゆる経営活動に組み込み、組織的にＰＤＣＡサイクルを回して

いくことをＣＳＲマネジメントという。本論文においては、それを内部ガバナ

ンスの一要素であると考える。そして、企業がＣＳＲを果たしていくうえでは、

このＣＳＲマネジメントが重要であるという理解が広まってきている。これは

金融ＣＳＲについても同様のことがいえるのではないだろうか。なぜなら、公

共性等において特殊ではあるが、一企業であり、一般企業よりも社会的責任を

事業に統一して行動するべき主体であると考えるからである。また、第２章で

みたように、金融ＣＳＲを果たしていくためには経営陣の意識改革と同時に企

業体質を変えていく必要があり、経営における自己規律を確立していくために

も、このＣＳＲマネジメントが重要であると考える。 

 

 

（１）ＣＳＲマネジメントとその重要性 

谷本(2013)は、金融危機後の議論として、金融機関において実際にそのマネ

ジメントにＣＳＲが組み込まれていたのか、という疑問が投げかれられたと述

べられている。たとえば、「金融危機は、ＣＳＲの重要なアジェンダがまだメイ

ンストリームに入っていないことを示した。これまではアピールしやすい部分

にフォーカスしていた」というような意見である。これまではＣＳＲとコーポ

レート・ガバナンスがさまざまに議論されてきて、そうした考え方が広がって

いるということはできるが、実際に企業経営の現場に定着してきたとは言えな

い。トップマネジメントに、ＣＳＲの意識が定着していなかったため、金融危

機のような問題が起こってきた、という論調も多いという１。 

またＣＳＲマネジメントについて、ＣＳＲがマネジメントのプロセスに組み



33 

 

込まれているということは、経営理念に基礎づけられ、経営計画、戦略に基本

的課題として位置づけられているということである」と述べ、「そのマネジメン

ト・システムを全体として統治していくシステムが重要になってくる」とも述

べている２。ＣＳＲに関わる活動が、全社的な委員会、経営会議といった場で、

チェックされているかどうかということがポイントになってくるのである。そ

してさらに重要なことは、ＣＳＲに関する仕組みや制度をつくるだけではなく、

経営プロセスの中に組み込み、チェックするそのトータルなプロセスをどのよ

うに統治するかにある。それは組織全体での取り組みであり、戦略的に重要な

課題として位置づけていく必要がある３。 

金融機関のＣＳＲの現状は、第 2 章でみたようにＣＳＲの認識はまだまだ未

熟であり、図表４－１のように、ＣＳＲ制度の設置というものもまだ不十分と

言える。 

 

図表４－１ 金融機関におけるＣＳＲを 

専門に担当する組織または機関の有無 

 

出所：金融庁 金融機関のＣＳＲ調査結果の概要(2009) 

 

「制度を設計しただけで自動的にＣＳＲが機能するわけではない」 (谷本

(2013))というその「制度」さえもまだもたない機関が多数の状態である。経営

プロセスに組み込んでチェックするトータルなプロセスを統治する仕組みをつ

くっていこうとしている金融機関はまだ少ない。預金取扱金融機関の主要行等

では、今回 9 割を超える機関がＣＳＲ専任組織を設置しているという結果であ

り、制度設計は進んでいるようであるが、主要行による不祥事があることを考

えると、その影響力は疑問であり、有効に機能しているとはいえないのではな
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いだろうか。金融機関による金融ＣＳＲを果たしていくことは、そのまま、金

融機関としての経済社会への責任や役割を適正に果たしていくことにつながる。

つまり、金融ＣＳＲを果たしていくためにも、金融機関においてＣＳＲマネジ

メントの視点が必要であると考える。 

以下では、金融機関も含めた、日本の一般企業におけるＣＳＲ経営やＣＳＲ

マネジメントの課題を探っていく。 

 

 

（２）ＣＳＲ経営の制度化と課題 

 日本では 2003 年頃からＣＳＲがブームになり、その後各企業はＣＳＲ経営の

「制度化」を急速に進めてきた。以下では、制度化をＣＳＲ担当部署がつくら

れているか、ＣＳＲの担当役員を置いているか、そしてＣＳＲ文書（報告書）

の作成がなされているか、という 3 点からみる。『ＣＳＲ企業総覧』（東洋経済

新報社）によると、2000 年代の後半以降、これらの制度が急増している４。 

 さらにコンプライアンス関係の制度化はもっと進んでいる。1990 年代から

様々な不祥事が続き、社会からの厳しい批判もあって、企業ではコンプライア

ンスマニュアルの作成、担当部署や委員会の設置など、制度的な対応を進めて

きた。2009 年に公正取引委員会が 1000 社を超える企業を対象に行った調査で

は、97.6％がコンプライアンスマニュアルか、それに相当する文書を作成して

いた。コンプライアンス担当役員を置く企業は 9 割を超え、担当部署は約 7 割、

コンプライアンス委員会は 8 割以上の企業が設置している。このようにコンプ

ライアンスの制度化に関しては非常に高い数字が表れている。その結果企業の

不祥事は減少傾向にはある５。 

 金融機関においては、第 2 章でみたように、2000 年代の半ばをはさんで様々

な不祥事が続発した。特に 2005 年前後は、不適切な経理処理、保険金の支払い

方法・態勢の不備、虚偽記載、インサイダー取引、業務管理体制の不備など様々

な問題が噴出した。その後、公益通報者保護制度、内部通報制度もできたこと

で、これまでは会社内部で抑えられていた様々な問題が、表に出るようになっ

てきたと言える６。ここで確認しておくべきことは、第 2 章で確認したように、

この時期金融機関におけるＣＳＲ理解が狭く、もっぱら地域・社会貢献に焦点

が当たっていたことである。また金融機関も、図表４－１で示したように主要

行等ではＣＳＲ経営の制度化は進んでいるが、制度をつくっただけでは自動的

にＣＳＲが機能するわけではなく、経営計画・戦略の中に組み込んでいくこと

が必要であるといえる。不祥事が起きて初めて、ＣＳＲ経営の本格的見直しと

運用がなされたという企業もある。また早い段階からコンプライアンスの制度
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を整備していたが、大きな不祥事を引き起こしたことで、厳しい批判を市場社

会から受けることになった企業も少なくない。関係する制度はつくられていた

が社内には定着していなかった、社内にきちんとした理解がなされていなかっ

たため、改めてトップダウンで制度を見直し、全社的な取り組みを進めていっ

たという企業も多いのである７。 

 ＣＳＲの制度化が進んでくると、次のプロセスはＣＳＲを経営の基盤と理解

し、新しい活動方針、戦略を実践していくことである。そこには２つの課題が

ある。１つはＣＳＲをマネジメント・プロセスに組み込んでいくこと、2 つ目

は企業が地球社会のサステナビリティに新しい事業を通して貢献していくこと

である。ここからどのように新しい価値を生み、競争力につなげていくかが問

われる８。しかし、金融機関の場合は、2 つ目の課題のようなＣＳＲ金融を行っ

ていくよりも先に、1 つ目の課題のようにＣＳＲをマネジメント・プロセスに

組み込み、金融ＣＳＲを確立することが先決であると考える。 

具体的なＣＳＲマネジメントの仕組みにおける重要なポイントは、①ＣＳＲ

経営を中期経営計画の中に組み込んでいくこと、②ＣＳＲ担当役員やＣＳＲ委

員会は、どのくらい権限を与えられ全社的な視点から各部署のＣＳＲ経営をチ

ェックしているか、また経営会議のような場で、財務面と同時にＣＳＲのよう

な非財務面をチェックしているかどうか、ということである９。基本的に 3 年

ごとの中期経営計画に、経済、環境、社会について、具体的な目標を定め、経

営戦略を立案する。しかし中期経営計画書は、一般には、収益・財務計画にフ

ォーカスされており、投資家層に向けて、収益性の高い会社になるためのプラ

ンが示されてきた。今はＣＳＲ経営を謳うだけではなく、具体的にどのような

経営を行うのか、戦略としてのＣＳＲを踏まえたプランがどのように有効なの

かを示していくことが求められている。現在では、多くの企業が中期経営計画

にＣＳＲを書き込むようになってきているが、ＣＳＲを理念として謳うだけで、

具体的な計画がほとんど見られない企業も多い。理念だけあっても、実際に各

部署の 1 年ごとのアクションプランに落とし込んでいかなければ現場では機能

しないのだ。制度を運用していくためには、人をどう配置しあてがうか、現場

での制度整備と管理職の意識改革が必要である。コンプライアンスについても、

社員研修にとどまらず、具体的なチェックの仕組みをつくっていくことが求め

られる。そして、現場におけるコミュニケーション（情報伝達・報告・共有化

システム）や意思決定の仕方（権限―責任のあり方）を見直すことが必要な場

合もある。このように、各テーマに沿った明確な目標や戦略の設定、各部署に

おいて課題ごとにＰＤＣＡのシステムをつくり、一年ごと、半期ごと、あるい

は四半期ごとにチェックし、フィードバックしていくことが大切なのである１０。 
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すでにみたように、日本企業におけるＣＳＲの制度化は急速に進んだが、実

態として機能しているかどうかは課題が多い。金融機関がＣＳＲについて社会

貢献活動をメインに考えていたり、不祥事が発生していることを考えると、Ｃ

ＳＲ制度が自動的に機能するわけではないということがよくわかる。ＣＳＲを

マネジメントのプロセスに組み込み、組織に根づかせ、適切な権限と仕組みに

よって統治し、社会的に責任あるビジネスを実践していくことは、容易ではな

いが、こうしたマネジメント体制を統治していく仕組みをどのように理解し、

つくっていくか考えていくことが重要なポイントである１１。 

つまり、コンプライアンスを超えた金融ＣＳＲを果たしていく内部ガバナン

スを考える上でも、外部ガバナンスによる規定に従って制度や部署を設けて内

部ガバナンスを行うだけではなく、実際にそれが機能していくように、意思決

定のプロセスやコミュニケーション、人員配置や意識改革などを含めたＣＳＲ

マネジメントのＰＤＣＡサイクルを実行していき、マネジメント体制を統治し

ていくことが重要なのである。 

 

 

（３）ＣＳＲマネジメントにおける命題 

 以上のように、ＣＳＲを組み込んだマネジメント、ガバナンスを行っていく

ことは重要である反面、簡単に達成されるものではなく、まだまだ実現できて

いる企業は少ない。また、企業が実際にどのようにＣＳＲをコーポレート・ガ

バナンスに組み込んでいるのかという研究はまだ進んでいない。よって、谷本

(2014)は、日本の主要上場企業 12 社（金融・保険、電気・ガス・水道・建設、

電気機械、情報通信、輸送用機械、卸売）のＣＳＲ部署の担当責任者に、対面

でのインタビュー調査を行い、そこからＣＳＲ経営における命題を導き出して

いる。その調査では、2000 年代半ばから急速にＣＳＲ経営の制度化が進んでき

たものの、ＣＳＲを通常の経営プロセスやガバナンス・システムに組み込んで

いくことは容易なことではなく、各社試行錯誤を重ねていることが明らかにな

った。その命題を、第 5 章での事例研究で金融機関におけるＣＳＲマネジメン

トを考える際に参考にしていきたい１２。 

＜命題１＞ 

「ＣＳＲの制度を設ければ、ＣＳＲが自動的に機能するわけではない。トッ

プのリーダーシップによってＣＳＲを各部署の経営プロセス、日々の管理手続

の中に組み込んでいくことが重要である。」 

ＣＳＲブーム以前から、ＣＳＲ関連の制度を設けていた会社もあるが、ＣＳ

Ｒの取組を狭く捉えていたり、日々の経営プロセスに組み込まれていないケー
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スも見られる。金融機関はまさにその典型であろう。各部署の日々の経営プロ

セスにそれぞれのＣＳＲ課題を組み込んでいくことが求められる。その上で、

あらゆる部署の従業員がＣＳＲに対する意識を高め、従業員の間でコミュニケ

ーションを図り、ＣＳＲに関する部署ごとのテーマに取り組んでいくことが重

要である。 

＜命題２＞ 

「ＣＳＲ経営を機能させるためには、ＣＳＲ担当部署に実質的な役割と権限

が与えられ、社内で承認されることが必要である。ＣＳＲ部署は、関連部署と

のコミュニケーションを通じて社内での位置づけを明確にし、ＣＳＲへの理解

を共有していくことが重要である。」 

ＣＳＲ部署が社内で正統に役割や権限を与えられないと、他の部署との調整

はうまくいかない。対立を防ぎ、ＣＳＲ部署の導入を成功させるためには、ト

ップマネジメントのリーダーシップと事前の調整が非常に重要である。またＣ

ＳＲ部署に求められることは、関連する部署と常にコミュニケーションをとり、

正確にＣＳＲを位置づけ、各部署で社員がその重要性を理解できるよう働きか

けていくことである。こうした役割配分の具体例として、イギリスの金融機関

による自主的な団体ＦＯＲＧＥグループは、「ＣＳＲマネジメントとレポーティ

ングに関する金融業ガイダンス」の中で図表４－２を提示している１３。 

 

図表４－２ ＦＯＲＧＥグループによるＣＳＲマネジメントにおける各役割 

 

出所：川村(2007) p.25 

 

これはあくまでも一例であることは言うまでもないが、金融機関の経営活動

においても、外部ガバナンスとしての規制や監督がありながらもＣＳＲ専任部

署や機関だけではなく、マネジメント層がＣＳＲを組み込んで行動することが

必要であるということが図表から見て取れる。 
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＜命題３＞ 

「ＣＳＲ中期計画を立てる際には、それを中期経営計画と連動させ、さらに

各部署それぞれのアクションプランに組み込み、ＰＤＣＡサイクルを回してい

くことが重要である。」 

中期経営計画にＣＳＲという言葉が盛り込まれていたり、トップのメッセー

ジにそういった文言があっても、具体的に現場にどう落とし込んでいくかとい

う計画がなければＣＳＲ経営は回っていかない。中期経営計画の全体の中にＣ

ＳＲ計画を位置づけ、各部署に対して具体的な戦略とアクションプランを示し、

定期的に経営会議で進捗状況と問題点をチェックしていく必要がある。各部署

の実務プロセスにＣＳＲ計画を統合していくのは容易な作業ではないが、各部

署の日常業務においてＰＤＣＡサイクルを回すシステムがなければ、機能しな

いのである。谷本(2014)によると、ＮＰＯのパブリックリソースセンターが上

場企業 329 社に対して 2009 年に行った調査において、「中期経営計画にＣＳＲ

を盛り込んでいる」と答えた金融機関は 71.4％、「ＣＳＲ中期計画と中期経営

計画は連動している」と答えたそれはわずか 6％であった１４。つまりここで言

われている、中期経営計画にＣＳＲという文言は含まれていても、具体的にＣ

ＳＲをどのような計画で、各部署の業務に組み込んでいくのかということにつ

いては定められていない金融機関が多いといえる。 

以上３つの日本企業のＣＳＲマネジメントにおける命題を、第 5 章の事例研

究の際に活用していきたい。いままで述べてきたように、金融機関における金

融ＣＳＲは、外部ガバナンスが内部ガバナンスのあり方を監督しているものが

多いが、その規制や監督に従っているだけでは金融ＣＳＲが果たされていると

は言えない。自己規律を確立し、金融機関におけるＣＳＲを機能させていくた

めには、ＣＳＲ専任機関やＣＳＲ制度設置が進んでいる主要行等においても、

こうしたＣＳＲマネジメントを有効に機能させ、金融機関としての社会的責任

を組織全体の事業プロセスに組み込んでいく必要があるのだ。この調査は金

融・保険業界の企業も対象とした調査の結果であることや、こうした現状を鑑

みて、これらの命題は金融ＣＳＲを果たすためのＣＳＲマネジメントの命題と

しても有効であると考える。 

 

 

第２節 企業文化と価値観 

第 1 節では、金融ＣＳＲを果たしていく上でもＣＳＲマネジメントの観点で

ガバナンスを考えることの重要性を述べた。それは、コーポレート・ガバナン

スの枠組みを俯瞰した際に、外部からの監督・統制だけではなく、それらを有
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効に機能させるために、まず組織のトップや構成員一人ひとりが金融機関とし

ての公共性を考えることや、今以上に職業倫理を徹底し、自己規律をしっかり

確立していくような内部でのガバナンス、とくに、組織構成員の意識や金融機

関内でのコミュニケーションのあり方を考えていくことが、より重要なのでは

ないかと考えたからである。そして、組織内のあらゆる事業プロセスにＣＳＲ

を組み込むことを目的として、ＣＳＲマネジメントを見てきた。 

本節では、その前章での問題提起に対して、もう一つ企業文化の変革という

視点で考えていく。第 2 章で金融機関のＣＳＲの現状を見た際に、「上辺だけ

のＣＳＲ」と言われぬように、企業体質を改善していくことが必要なことがわ

かった。また第 3 章でも述べたが、内部ガバナンスにおいて自己規律を確立し

ていくためには、まず職業倫理が浸透していることが重要である。つまり組織

内の価値観や文化といったものが変わっていく必要があるのだ。経営活動のあ

り方を見直しＣＳＲマネジメントの仕組みをつくり、各部署の業務プロセスに

落とし込んでそれを監督するＰＤＣＡサイクルを実現することに加えて、企業

内部の価値観、すなわち企業文化を変革することも、金融ＣＳＲ、特に経営活

動のあり方にＣＳＲを組み込むことを実現していくために必要なことなのであ

る。本節では、その企業文化や価値観といった視点から議論を進めていきたい。 

 

 

（１）職業倫理、企業倫理の前提としての企業文化と価値観 

八田(2006)によると、経営者の誠実性や倫理観へのコミットメントは、事業

体活動の全局面における倫理的な行動の前提となる。倫理観を築くことは、複

数の当事者の利害関係を考慮しなければならないのでしばしば困難であるもの

の、誠実性と倫理観は内部環境の主要な要素である。またこうした倫理的行動

と経営者の誠実性は企業文化の副産物であり、倫理・行動基準およびそれらが

どのように伝達され強化されるかを含むものである。企業の公式な方針は、取

締役会や経営者が実行してもらいたいと期待しているところを明記したもので

ある。実際に起こること、そしてどの規則が守られ、あるいは曲折され、また

は無視されるかは、企業文化が決定するのである１５。すなわち、企業文化を土

台として、経営者やトップマネジメントの倫理的行動や誠実性が企業内部の倫

理観を形作っていくということである。 

その中でも、ＣＥＯをはじめとするトップマネジメントは、企業文化を決定

する上で重要な役割を担うという。事業体に君臨するトップとして、ＣＥＯが

倫理的な気風を決めることがしばしばあり、経営者の行動により発せられるメ

ッセージは、ただちに企業文化に取り入れられる１６。企業文化の形成、定着及
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び改革は経営陣の基本的機能の一つであり、経営者が企業文化に関心がない場

合、その改革は不可能に近い。金融機関の経営管理においても、こうした点は

同じである。いかなる経営上の政策も、最終的には、こうした目に見えないも

のに裏打ちされたときに、はじめて定着化し長期間影響を与えるのであって、

適切な企業倫理や文化の定着への取り組みがなければ、どんなに立派な経営理

念や経営方針等も組織内に浸透することはない。こうした文化を形成するため

には経営陣の日頃からの我慢強い継続的な取り組みが重要である。すなわち、

経営陣の日頃の「実際の個々の行動や判断」のあり方や「経営者として何を評

価するか」が非常に重要なのである。経営陣の姿勢や行動（業務に対する誠実

性、倫理観等）や業績評価のあり方は、役職員の意識や行動様式を通じて、金

融機関の自浄作用に非常に大きな影響を与える。たとえば営業店において、ル

ール違反ではないが必ずしも適切でない対応が含まれている場合には、営業店

におけるその場限りの対応で終わるのか、営業店がコンプライアンス担当部署

等へ報告し、経営陣等に問題提起を行うことで問題を洗い出し、再発防止につ

なげることができるかどうかは、経営陣が日頃から法令等遵守の姿勢や行動を

従業員にどのように示しているか、問題があった場合に遅滞なく報告すること

が金融機関組織全体の経営管理上、重要であることを経営陣はもちろん現場に

おいても理解されているか、そうした方針を重視している業務を実績として評

価しているかによって変化する１７。 

たとえばコンプライアンスのシステムでも、倫理規定を策定し研修を行うだ

けは機能せず、組織の構造やコミュニケーション・意思決定のプロセスを再検

討し、組織内で共有されている価値について問い直すことが重要である１８。ベ

イザーマン＝テンブランセル(2011)によると、非公式な組織文化、つまりその

組織に根付いている暗黙の価値観といったものは、公式の、例えば文書化され

たり企業イメージとしているような組織文化よりも強力な影響力を持っており、

時としてそれは非倫理的な行動を助長することがあると指摘している１９。 

日本企業では、集団的に組織や会社を守ろうとする従業員の強い想いが、問

題を組織的に隠してしまうことがある。組織への強いコミットメント関係を通

して、そういった価値が共有されている。コンプライアンス上の問題に遭遇し

た場合、一個人としては不適切であると判断したとしても、組織に役割を持っ

た人間としては、組織を守るため問題を隠したり内々に処理したりすることが

ある。また、合併した金融機関においては、旧行時代の関係や利権といったも

のが結局適切な経営活動を阻害してしまうということもある２０。非倫理的な意

図がなくとも、集団的に非倫理的な行動を起こしてしまう。これは日本企業に

おける組織文化の逆機能であると言える。まず組織における集団的で内向きの
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文化や、コミュニケーションのあり方自体を変えていく必要があり、組織文化

が、情報の伝え方、コミュニケーションの仕方、さらに組織における意思決定

の仕方を決めるのである。したがって、組織におけるコンプライアンス意識を

高めるためには、経営者が強いリーダーシップをもって、組織文化を変える努

力を進めていく必要がある。職場での風通しを良くし、組織のコミュニケーシ

ョン・プロセスとしてピア・ディスカッションを促進しながら問題を共有し、

課題を共に認識していくことが求められている２１。 

 

 

（２）トップマネジメント層に求められる企業文化、価値観への姿勢 

 こうした議論を鑑みると、企業文化や価値観はガバナンスにおける根本原理

であり、それは金融機関に対しても同様のことが言える。これらは、組織の構

成員の行動のあり方を決め、ガバナンス形態の効果を最終的に左右するものな

のである２２。そして、経営陣は、取締役会から組織全体にわたって、ガバナン

スプロセスを全体において積極的な役割を継続的に果たす必要がある。以下で

は、具体的にどのようにしたら企業文化や価値観が醸成されていくのかを考え

ていく。金融機関の効果的なガバナンスを示した G30 のレポートでは、経営陣

による企業文化や価値観の醸成に対して、以下のことが必要な要素とされてい

る２３。 

 まず価値観については、２つの視点がある。一つ目は個人の価値観である。

個人のモチベーションや正直さ、誠実性などがまず基本である。その上で、二

つ目、取締役会、経営陣、現場に近いレベルの従業員双方に信頼と相互の尊重

をすることが大事である。そうした価値観が根付いた企業文化において、取締

役会や経営のトップ層、上級経営幹部がその企業文化を明確に示し、企業の上

部から末端に至るまでそれを浸透させる。特に、金融機関はリスクへの対応や

社会的責任に関しての企業文化を育むことが重要である。また、こうして価値

観を明確化し、企業文化を醸成するには、長い年月と多大な労力を要する。継

続した注意喚起と規範の繰り返しが重要である。それを実行するために不可欠

な方法は、価値観と企業文化を主な人事プロセスに組み込むことである。この

ようなプロセスは、人事活動を通して企業文化を根付かせるという目標が具体

的に示されるため、非常に影響力のあるメカニズムである。業績評価や昇進決

定などの際には、組織の価値観にどの程度順応しているかを判断し、価値観に

ついてポジティブなメッセージを送れるようにすることが求められる。 

 このように、企業文化や価値観を醸成していくためには、まずトップ層が率

先して価値観や企業文化を明確化し、人事活動などの場でメッセージを発信し
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ながら、継続して組織の構成員一人一人に浸透させていくことが重要なのであ

る。 

 

 

第 3 節 小括 

 以上、本章では金融ＣＳＲを果たしていく内部ガバナンスとしてのＣＳＲマ

ネジメントと企業文化、価値観の醸成について述べてきた。第 1 節では、ＣＳ

Ｒマネジメントの概要と金融ＣＳＲへの有効性、そして 3 つの命題について述

べた。そして第 2 節では企業文化や価値観の醸成について概観し、それらの必

要性や、金融機関においてどのように行っていけばよいのかということについ

て考えた。価値観のもとに企業文化が土台となり、マネジメント層が企業倫理

を形成していく。ＣＳＲマネジメントと企業文化の関係は、それぞれ別の土俵

で議論が行われているように思われるが、ＣＳＲマネジメントを行っていくた

めには、第 1 節で述べたようなことが重要であるものの、そのＣＳＲに対する

認識や根本的な意識改革が行われなければ有効に機能しない。よって、これら

は相互に関連しているものなのである。 

 次章では、みずほフィナンシャルグループの事例研究を通して、本章で述べ

たことを検証していく。 

 

 

                                                 
１  谷本(2013) p.108 
２ 谷本(2013) p.41 
３  谷本(2013) p.43 
４  谷本(2013) p.151~152 
５  谷本(2013) p.152~153 
６  谷本(2013) p.154 
７  谷本(2013) p.154 
８  谷本(2013) p.169 
９  谷本(2013) p.170 
１０谷本(2013)p.171 
１１谷本(2013) p.169 
１２谷本(2014) p.95~96, 106~108 
１３川村(2007) p.25 
１４谷本(2014) p.107 
１５八田(2006) p.39 
１６八田(2006) p.40～41 
１７目黒・栗原(2014) p.81~p.82 
１８谷本(2014) p.21 
１９ベイザーマン＝テンブランセル(2011) p.178～183 
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２０東洋経済 ONLINE 2011 年 5 月 30 日 http://toyokeizai.net/articles/-/7047 
２１谷本(2014) p.21 
２２G30(2007) p.76 
２３G30(2007) p.76~81 

http://toyokeizai.net/articles/-/7047
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第５章 みずほフィナンシャルグループの事例研究 

 

第 1 節 事例選定の背景 

 本章では、第 4 章で述べたＣＳＲマネジメントと企業文化・価値観の観点か

ら、みずほフィナンシャルグループの事例研究を行っていく。事例研究に入る

前に、まずこの企業を選定したのか理由を述べる。 

 第 2 章でみたように、2000 年代以降不祥事を起こした金融機関は後を絶たな

い。その中で、2013 年、みずほフィナンシャルグループは反社会的勢力への融

資を行っていたとして、金融庁から業務改善命令が出された。これは、みずほ

銀行はオリコとの提携ローンで、反社会的勢力へ２３０件、２億円を融資して

いたというもので、２０１０年末に社内審査で発覚した後も、２年半にわたっ

て取引を放置したとして、金融庁は９月２７日、業務改善命令を出したのであ

った。これとは別に経営管理（ガバナンス）体制も見直す必要があるとの判断

に基づき、同行と持ち株会社のみずほフィナンシャルグループ（ＦＧ）に業務

改善命令を出され、同グループではその後委員会設置会社に移行するなどの対

策が取られた１。 

この事件では、金融庁は第一勧業、富士、日本興業の旧３行の意識などを調

べた結果、縦割り意識が対応の遅れを招いた一因と分析していたようである。

同グループは、1999 年に第一勧業銀行、富士銀行、日本興業銀行の３行が全面

的に統合して生まれたグループである。2002 年にはその３行をみずほ銀行とみ

ずほコーポレート銀行に再編し、2013 年には再びそれが合併し、現在のみずほ

銀行となっている２。こうした合併の歴史を踏まえて、法令順守意識の甘さを

払拭するだけでなく、第一勧業、富士、日本興業の旧３行意識を引きずる企業

風土が不祥事を生みやすい土壌であるとして、金融庁は改革を迫ったのであっ

た。取締役会の議論を洗い出してみると、議案１件につき平均５分程度しか時

間を割いていないなど、活発な議論は行われていなかった。行員へのサンプル

調査を実施してみると、やはり旧３行意識が残っていたそうである３。 

 みずほフィナンシャルグループは、この問題以前にも金融庁から業務改善命

令を受け、さまざまな改善の取り組みを行っていたにも関わらず、反社会的勢

力への融資が起きてしまっていた。そしてさらに問題視されているのは３項合

併による縦割りの企業風土と、そういった癒着体質による経営トップの辞任が

すぐなされなかったことであった４。その後委員会設置会社に移行するなど、

内部での改革を進めている同グループであるが、その企業文化が問題視され体

質改善を求められた、そして現在改革を進めている、ということに注目したい。

体質改善への取り組みはどのようなものであるか、またそれはマネジメント層



45 

 

ではなく現場に近い行員にも伝わっているのか。こういったことを、第 4 章で

述べたＣＳＲマネジメントと企業文化、価値観という視点から検証することに

より、求められる金融機関のコーポレート・ガバナンスというものを考えてい

きたい。なおこの事例研究ではみずほ銀行国際営業部の行員の方、（Ａ氏）と、

みずほフィナンシャルグループ グループ人事部の方（Ｂ氏）にメールによる

インタビューを行った５。以下、みずほフィナンシャルグループを「みずほＦ

Ｇ」と略する。 

 

 

第 2 節 事例の考察 

（１） ＣＳＲマネジメント 

 第 4 章において、ＣＳＲに関する仕組みや制度をつくるだけではなく、経営

プロセスの中に組み込み、チェックするそのトータルなプロセスを統治してい

く、ＣＳＲマネジメントの有効性について述べた。そしてそのＣＳＲマネジメ

ントにおける３つの命題があった。もう一度確認しておくと、以下の３つであ

る。 

＜命題１＞ 

「ＣＳＲの制度を設ければ、ＣＳＲが自動的に機能するわけではない。トッ

プのリーダーシップによってＣＳＲを各部署の経営プロセス、日々の管理手続

の中に組み込んでいくことが重要である。」 

＜命題２＞ 

「ＣＳＲ経営を機能させるためには、ＣＳＲ担当部署に実質的な役割と権限

が与えられ、社内で承認されることが必要である。ＣＳＲ部署は、関連部署と

のコミュニケーションを通じて社内での位置づけを明確にし、ＣＳＲへの理解

を共有していくことが重要である。」 

＜命題３＞ 

「ＣＳＲ中期計画を立てる際には、それを中期経営計画と連動させ、さらに

各部署それぞれのアクションプランに組み込み、ＰＤＣＡサイクルを回してい

くことが重要である。」 

 ＣＳＲマネジメントについては、この命題に沿って事例を考察していく。 

  

まず命題 1 についてであるが、みずほフィナンシャルグループのＣＳＲ推進

体制は図表５－１のとおりである。 
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図表５－１ ＣＳＲ推進体制 

 

出所：みずほフィナンシャルグループ 「ＣＳＲ推進体制」 

http://www.mizuho-fg.co.jp/csr/mizuhocsr/management/system.html 

 

 

出所：みずほフィナンシャルグループ ＣＳＲレポート 2013 

http://www.mizuho-fg.co.jp/csr/mizuhocsr/report/list/2013/pdf/2013_all

.pdf 

http://www.mizuho-fg.co.jp/csr/mizuhocsr/report/list/2013/pdf/2013_all.pdf
http://www.mizuho-fg.co.jp/csr/mizuhocsr/report/list/2013/pdf/2013_all.pdf
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 みずほＦＧでは、持株会社である同グループがグループ全体のＣＳＲ活動を

推進する役割を担っている。グループ執行役社長がグループ全体のＣＳＲ活動

を統括し、グループのＣＳＲ全般を審議する場がＣＳＲ委員会である。ＣＳＲ

委員会ではグループのＣＳＲ取り組み方針の策定や各社の取り組み方針・実績

の報告、進捗管理等を行っている。このＣＳＲ委員会の事務局機能をコーポレ

ート・コミュニケーション部ＣＳＲ推進室が担っており、主要グループ会社に

対してグループのＣＳＲ取り組み方針や施策などの浸透を図ると共に、企画立

案や情報発信を行っている。また、みずほ銀行、みずほ信託銀行、みずほ証券

の主要グループ会社にはそれぞれにＣＳＲ委員会を設置している。グループの

ＣＳＲ取り組み方針に基づき各社それぞれの事業戦略を踏まえたＣＳＲ取り組

み方針の策定と進捗管理等を行い、その結果をみずほＦＧに報告する。 

 こうした体制を整え、「グループ会社各社内とグループ全体とでＰＤＣＡサイ

クルが回るような体制を構築しています」と述べているように、ＣＳＲを推進

していく体制はすでにあるようである６。しかし、命題１にあるように、トッ

プのリーダーシップによってＣＳＲを各部署の経営プロセス、日々の管理手続

の中に組み込んでいくことが重要である。そこで、ＣＳＲ委員会が設置されて

から何か具体的に業務内容や方針、計画、仕事内容に変化があったかを尋ねて

みた。このＣＳＲ委員会は 2013 年に新設されたものであり、不祥事が起きてか

らなど、何か効果を発揮したかどうか確認するためである。Ｂ氏からは回答が

得られず、Ａ氏からは「恥ずかしながら、私自身は特に意識していませんでし

たが、そのように業務現場として体制が強化されているのも事実です。」との

回答を得た。命題によれば、現場の社員それぞれのプロセスにＣＳＲが組み込

まれることが重要であるため、もしＣＳＲ委員会がある程度の権限を持って何

かしら事業プロセスの審議を行っていれば、どの部署の社員であっても、ある

程度方針などに示されて認知されていることは想定できる。よって、この点は

まだ不十分であるといえるのではないだろうか。 

 次に命題 2 についてである。命題 2 では、ＣＳＲ部署が社内で正統に役割や

権限を与えられないと、他の部署との調整はうまくいかないこと、対立を防ぎ、

ＣＳＲ部署の導入を成功させるためには、トップマネジメントのリーダーシッ

プと事前の調整が非常に重要であることが説明された。またＣＳＲ部署に求め

られることは、関連する部署と常にコミュニケーションをとり、正確にＣＳＲ

を位置づけ、各部署で社員がその重要性を理解できるよう働きかけていくこと

である。これについては、グループのＣＳＲ委員会は図表５－１のように経営

会議と並ぶ機関となっており、経営のトップマネジメント層にＣＳＲ委員会が

ある構図となっている。また、ＣＳＲの理解を促進していくことの取組として
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は、コーポレートコミュニケーション部のＣＳＲ推進室がＣＳＲレポートの発

行を行っており、特にＣＳＲの取り組み方針や施策などの浸透をはかる等行っ

ている。またＢ氏によると、社内にもＣＳＲレポートやビデオニュース・その

他刊行物でＣＳＲの取り組みの進捗状況を周知しているそうである。こうした

ことから、関連する部署とのある程度のコミュニケーションはとれている可能

性がある。 

 次に命題３では、中期経営計画にＣＳＲという言葉が盛り込まれていたり、

トップのメッセージにそういった文言があっても、具体的に現場にどう落とし

込んでいくかという計画がなければＣＳＲ経営は回っていかないこと、中期経

営計画の全体の中にＣＳＲ計画を位置づけ、各部署に対して具体的な戦略とア

クションプランを示し、定期的に経営会議で進捗状況と問題点をチェックして

いく必要があることが説明された。まず、みずほＦＧのＣＳＲ取り組み方針は

図表 5-2 のとおりである。 

 

 

図表５－２ ＣＳＲ取り組み方針 
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出所：みずほＦＧ  CSR の中長期取り組み方針と年度取り組み方針 

http://www.mizuho-fg.co.jp/csr/mizuhocsr/management/focus.html 

 

 

 

 

 

図表５－２の上図は、中長期取り組み方針であり、下図は 2014 年度の取り

組み方針である。金融ＣＳＲとＣＳＲ金融という分類はなされていないものの、

「基盤」という部分で、金融ＣＳＲの要素を考えていることがわかる。よって、

すでに「ＣＳＲ＝社会貢献活動」という認識はかなり遠のいている。そして、

この取り組み方針と中期経営計画の関係性は、次ページ図表５－３である。 
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図表５－３ 中期経営計画と 2014 年度取り組み方針の関係 

 

出所：みずほＦＧ ＣＳＲレポート 2014 p.8 

 

上図のように、事業戦略を含んだ中期経営計画とＣＳＲの中長期取り組み方

針を組み合わせて、2014 年度の取り組み方針が策定されているようである。こ

のような方針になってから業務に変化があったかという問いに対しては、Ａ氏

は、本部に専門部署（＝ＣＳＲ委員会）が新たに設立される等、現場の体制は

変わってきている、人材育成についても、人事制度の改定や働き方の多様化を

支援する仕組みが新たにつくられていると述べている。また、こうして具体的

な取り組み方針が取り決められたところで、日々の業務プロセスに組み込まれ

ているのか尋ねたところ、Ｂ氏は、ＣＳＲの各取り組みについては各担当部署

の業務計画にブレイクダウンされて各担当部署が具体的な取り組みを推進して

いること、業務計画の進捗状況は、経営陣への報告事項となり必ずモニタリン

グ、共有はされている、ということを述べている。つまり具体的な業務プロセ

スに組み込んでいる、という認識である。それに対してＡ氏は、そういったマ

ネジメントについては認知していないということであった。 
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（２） 企業文化、価値観 

 次に、第 4 章 2 節で述べた、企業文化や価値観の変革はどのように行われて

いるかをみていく。まずみずほＦＧの企業理念、企業行動規範は以下のとおり

である。 

図表 ５－４ 企業理念と企業行動規範 

 

出所：みずほＦＧ  ＜みずほ＞の企業理念』と企業行動規範 

http://www.mizuho-fg.co.jp/csr/mizuhocsr/management/code.html 

 

 まず、企業の価値観があって企業文化がトップ層の行動や判断により企業文

化が形成される、そしてその上に企業倫理が成立するという第 4 章 2 節で述べ

た方向性には合致している。重要なことは、こうした開示情報だけではなく、

実際に企業内部に浸透させ、金融庁に問題視されていた企業風土を変革してい

く行動をとっているかどうかということである。以下では、そうした点につい

てインタビュー結果を交えて考えていく。 

 

企業文化や倫理を経営陣から現場の行員に浸透させる仕組みについては、 

（Ａ氏） 

・企業理念を具体的行動に落とした「みずほ Value」という標語がある。営業

部店では朝礼の場で唱和する機会があり、入行 1 年目の行員から認識できる環

境にある。 

・人事評価において、個々人の目標実績に対する定量評価以外に定性面での評
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価があり、企業理念に則った業務を遂行したかを評価する仕組みがある。  

（Ｂ氏） 

2013 年 6 月より、銀行（国内・海外）、信託、証券全部の拠点に対して、役

員臨店を行っている。中期経営計画、＜みずほ＞の企業理念、バリューについ

て、グループＣＥＯ以下役員が直接営業店に赴き、メッセージの発信とフリー

ディスカッションを行うものである。Ｂ氏が周りの行員にもこの臨店に対する

意見を聞いたところ、「役員との懇談の場はこれまでなく、今までの組織と違っ

てきていることがわかる。」「ビデオでたまにご挨拶頂けるだけでは伝わらない

ことが、直接話をすると伝わる。」「役員がありたい姿を本音で自分から語る姿

勢は、続ければ必ず社員たちに響く。現場が＜みずほ＞のブランドイメージを

自分なりに具現化するきっかけとなる。」という返答があったようで、役職員の

一体感醸成や職員のモチベーション向上という観点から実施意義は高いと考え

ているという。 

 

 また、そういった企業倫理や企業理念を具体的に業務に組み込む方針や指示

はあるか、という問いに対しては、以下のように答えている。 

（Ａ氏） 

 日々の営業現場での工夫や人事評価の仕組みに反映する等の態勢はある。ま

た頭取からメールやビデオによるメッセージの発信や定期的な行員と経営陣と

の懇談会の場がセットされるなど、経営陣と行員のコミュニケーションの場が

増えており、一定の意義があるものだと感じている。 

（Ｂ氏） 

 2013 年 4 月より自部店ビジョンの作成、というものを行っている。 

〈みずほ〉の企業理念やビジョンを実現していく上で、各部拠点ができること

を各部拠点長のリーダーシップの下、部下行員全員と議論の上、自部店ビジョ

ンを作成するもので、「私たちの目指すべき姿」「3 年後に目指すべき姿」「そ

の実現に向けた具体的な取り組み」等がテーマとなっている。また各部拠点の

具体的な取り組み事例について、社内広報誌やビデオニュース等により社内共

有がされる。これに対してのＡＢ氏や周りの行員の意見は、 「階層を超えたコ

ミュニケーションのきっかけとなった、相互理解のきっかけとなった。」「経

営や本部からのやらされ感、押しつけ感のある仕事の仕方ではなく、自部店を

どうすれば よい職場にできるか、どうすればお客さまに他メガではなく〈みず

ほ〉を選んでもらえるかを 当事者意識をもって考えることが重要で、その良い

機会になった。」 「担当者の入れ替わり(転勤)がある中で、自部店ビジョンは
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その拠点に集う人の共通の行動軸になる。」「課、チーム間を超えたコミュニ

ケーションが以前より活発になった。」という意見が出ているという。 

 

 しかし、そのようにして企業倫理や理念を浸透させているのにもかかわらず、

不祥事が起きてしまったりすることをどのように考えているか、という問いに

対しては、 

（Ａ氏） 

 業務の手続は全てマニュアル化されており、（倫理コードも盛り込んだ）マニ

ュアルに則った業務が求められる。また、マニュアル通りに業務運営されてい

るかの監査も定期的になされている。ただ、その一方で不祥事が起きているこ

とも事実で、最終的には個々人の倫理観によるところも大きいと思っている。  

（Ｂ氏） 

 企業としての理念・ビジョンは重要。行動の基軸になるし、組織のカラーに

なるし、またその組織に属するものとしての誇りになる。これがモチベーショ

ンとなり、またしっかりした行動につながると思う。 

また、その理念やビジョンを実現していく上で、具体的な施策やルールにブ

レイクダウンしていくことも 必要であり、それが示されることについても違和

感はない。一方でルールができると、それを促進されるための研修や勉強会、

モニタリングや報告等の実施項目が増え、ただでさえ多忙を極める現場の業務

負担が増すのは事実。理念と自分が置かれている立場のギャップ(お客さま第一、

ただ組織のため収益もあげないといけない)もある。 

企業としての理念・ビジョンを踏まえた上で、現場の一人ひとりが置かれて

いる状況が把握可能な中間管理職(部店長や課長など)の意識改革が重要だと思

う。 

 

 企業理念や明文化された企業倫理は、公式な企業文化であり、第 4 章 2 節で

述べたように、非公式な企業文化や価値観は個人や組織の公正な行動に逆機能

してしまう。こうした暗黙の価値観というものが存在するかどうかを尋ねてみ

たところ、やはり両氏ともに合併による縦割りの企業文化について述べられて

いた。 

（Ａ氏） 

弊行は 2013 年にみずほコーポレート銀行、みずほ銀行が合併している。私

は入行がみずほ銀行、その後みずほコーポレート銀行に異動したため、両行の

企業文化を経験しているが、各行の歴史や対象とする顧客マーケットの違い等

もあり、企業文化は異なっている。両行が合併したことで、業務上ギャップを
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感じることは多いかと思われる。ただ、企業文化の場合は、それは研修や教育

で変わっていくものではなく、それぞれの現場での努力かと思っている。 

（Ｂ氏） 

会社間のコミュニケーションや現場本部のコミュニケーションはまだまだ

改善の余地があると思っている。以下に具体的な取り組みを挙げる。 

○ 部店長オフサイト(13 年 11 月より)の取り組み 

・ BK・TB・SC の各部店長が 1 泊 2 日で交流を深めるイベントを実施。14 年 3

月までに全 23 回、912 名の 部店長が参加。 

・ 経営陣と従業員の結節点となる部店長が担う役割の重要性を認識。 

・「自部店ビジョン」に関する議論、<みずほ>のカルチャーに関する議論など

を通じて「強い〈みずほ〉」を目指す想いを全体で共有するとともに、部店長

としてのコミットメント醸成につなげる。 

・ 縦割り意識などの解消、会社間を超えた部店長の一体感の醸成 

また、非効率事務や過剰品質による業務負担感の解消が、対顧お客さま業務に

時間を割いていく上で重要な課題である。 

○ 業務プロセスの改善 

・ 中期経営計画の実現に向け、本部・営業部店におけるお客さまに向けたエネ

ルギーの最大化、 One MIZUHO 推進を支えるカルチャーの確立(効率性、実質重

視、創造性、リスクの受容) を目的に、業務プロセスの改善を実施中。 

○ 改善カフェ 

・ 営業部店が本部に対して現場目線で意見・要望を提言するためのコミュニケ

ーションツール。 

・ 2013 年度の提案件数は 4,000 件超 

・ 本部は、現場の声を知るツールとして、事務手続の簡素化等をはじめとした

業務改善・効率化のための重要な情報源として活用。 

・ 改善カフェで受け付けられた営業部店からの意見・要望は、全量即時回答(10

営業日以内) 

 

 こうしたインタビューから考えられることは、明文化された企業理念は、営

業現場での朝礼や役員の臨店などで浸透させる取り組みをしており、それを意

識して業務を行うように価値観として根付かせる取り組みがなされていて、実

際の社員の声としても、特に役員臨店では、役職員の一体感醸成や職員のモチ

ベーション向上という部分で非常に効果を発揮している。また、ただ明文化さ

れた言葉だけを浸透させていくだけではなく、それをどのように実現していく

のかということを拠点長と部下行員全員で考える「自部店ビジョンの作成」と



55 

 

いうものも行われるなど、階層を越えたコミュニケーションによっていかに企

業理念を形骸化したものでなくしていくか、ということを考える機会ができて

きているようである。 

 しかしながら、両氏とも、縦割りの企業文化や価値観がいまだに存在してい

ることに言及していた。それを解消し、よりよい企業文化を醸成するための取

り組みもなされている一方で、Ａ氏は「企業文化の場合は、それは研修や教育

で変わっていくものではなく、それぞれの現場での努力かと思っている」と述

べていた。 

 

 

（３）事例考察から得られたもの  

まず、ＣＳＲマネジメントの考察では、命題に沿って考察をした。ＣＳＲ委

員会やコーポレーション部ＣＳＲ推進室などの推進体制が整えられているが、

インタビューの回答だと、体制整備はされていても日常業務に特に変容はなか

ったという。これは、あらゆる事業プロセスにＣＳＲを組み込んでいく、とい

うところまではまだ達成されていないことを示しているのではないだろうか。

しかしながら、このＣＳＲ推進体制は経営会議と同列の機関に設定されており、

ある程度の権限は持っていると考えられる。ただし、経営会議との関連性や審

議の仕方といったことに対しては開示がされておらず、今回のインタビューで

も明らかにならなかったが、ＣＳＲ部署は関連する部署とコミュニケーション

をとって組織内に理解を広めていく、という活動については実施ししているこ

とがわかった。また中期経営計画とＣＳＲ中期計画も関連づいており、その２

つから 2014 年度の取り組み方針（８つの重点的な取り組み）というものが設定

されていた。このことから、「上辺だけのＣＳＲ」とならないように、経営戦略

と関連付けていることがわかる。また、インタビューからも、担当部署の業務

計画にこうした計画がブレイクダウンされ、経営陣がモニタリング、共有して

いるということであったものの、Ａ氏はそうしたマネジメントに対しては認知

していないということで、現場社員、とくにコーポレート関連ではない社員に

対してはあまり認知されていない可能性がある。 

次に企業文化、価値観についての考察である。企業理念や倫理を浸透させる

取り組みは積極的に行われており、そうした取り組みは社員のモチベーション

向上につながっている。しかしながら、金融庁も指摘していた旧 3 行時代の縦

割りの組織文化というものはいまだに非公式の組織文化として存在しており、

その改革が重要となってくる。インタビューで述べられたような取り組みがな

されている一方で、営業部門のＡ氏は、そういった組織文化は、研修や教育で
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は変わらないのではないかと述べている。このことから、上から押し付けてい

く研修や教育ではなく、まずトップ層がきちんとそういった縦割り意識を解消

し、行動に示していくことが非常に重要なのではないか、という示唆を得た。 

 

 

                                                 
１  2013/12/25 日本経済新聞 夕刊 1 ページ 
２  みずほＦＧ 沿革

http://www.mizuho-fg.co.jp/company/info/profile.html 
３  2013/12/26 日本経済新聞 朝刊 5 ページ 
４  小島(2014) p.38 
５  質問項目を記載したメールを送信させて頂き、みずほ銀行国際営業部の方

（Ａ氏）からは 11 月 4 日に、グループ人事部の方（Ｂ氏）からは 11 月 15 日

に返信を頂戴した。 
６  みずほＦＧ ＣＳＲ推進体制 

 http://www.mizuho-fg.co.jp/csr/mizuhocsr/management/system.html 
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第６章 求められる金融機関のコーポレート・ガバナンス 

 

第 1 節 本論文の総括 

本論文では、金融機関におけるＣＳＲを組み込んだ経営活動、すなわち金

融ＣＳＲを果たしていくためには、どのような経営活動のあり方が求められ

るのかということを出発点として、議論を進めてきた。第 2 章で金融機関に

おけるＣＳＲの取組や認識の現状を俯瞰し、上辺だけのＣＳＲと言われない

ように、金融機関の経営の土台にＣＳＲを組み込んでいく、企業体質の改善

が必要であることがわかった。第 3 章ではそれをコーポレート・ガバナンス

の観点から考えることで、金融機関におけるガバナンスには内部ガバナンス

と外部ガバナンスがあり、企業倫理や職業倫理が内部ガバナンスの基盤とな

っている必要があり、それが金融機関としての自己規律を支えていくような

内部ガバナンスが必要であること、現在外部ガバナンスとして確立している

主な規制や監督は、内部ガバナンスの組織体制の構築、いわばハード面に重

点を置いたものであるが、本来ハードウェアはソフトウェア、つまり人材や

価値観といったものがあって有効に機能する。日本の主要行はそうしたガバ

ナンスの組織体制は構築しているようであるが、不祥事は絶えない。そこで、

外部ガバナンスを有効に機能させるためには、組織の構成員一人一人が金融

ＣＳＲや自らの倫理性といったものを考えて行動できるような仕組みづくり

が必要なのではないか、という問題提起をした。そして第 4 章では、その問

題提起に沿ってＣＳＲマネジメントと企業文化、価値観という視点から議論

を進めた。ＣＳＲマネジメントとして、ＣＳＲが経営理念や経営計画、戦略

に組み込まれ、ＰＤＣＡサイクルを回していく統治をしていくためには命題

１～３にあるようなことを考慮して実践していかなくてはならないというこ

と、またＣＳＲを経営に組み込む経営理念や企業文化というのは、まずその

企業の価値観から醸成していく必要があり、そのためにはトップマネジメン

ト層が自らの行動や発言を通して企業文化を明確に示し、注意喚起と規範を

繰り返して、醸成と浸透を図っていく必要があることを述べた。続く第 5 章

ではそれをみずほフィナンシャルグループのインタビュー、開示情報からの

分析を通して考察した。この考察から、みずほフィナンシャルグループはＣ

ＳＲマネジメントに取り組んでおり、まだ不十分な点もあるが、周回遅れと

言われる金融機関の中では命題が目的とするような形で積極的に取り組んで

いる、ということがわかった。そうした取り組みに大いに意義を感じている

社員も多い。しかしながら、営業部門など、コーポレート部門ではない部署

で働いている社員には、ＣＳＲマネジメントによる変化は少なく、あらゆる
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事業プロセスにＣＳＲを組み込むという点では今後も時間をかけて取り組み

を続けていくべき課題である。また、企業文化、価値観の醸成についても、

明文化されたものではない非公式な組織文化の部分はまだまだ改善の余地が

あり、トップ層が積極的にそうした組織文化の解消に励んでいくべきである

ことがわかった。 

 

 

第２節 金融ＣＳＲを果たしていくために求められるコーポレート・ガバナ

ンスとは 

 以上が本論文の総括である。このような研究を踏まえて、金融ＣＳＲを果

たしていくために求められるコーポレート・ガバナンスを考えると、 

①外部ガバナンスによる要請のもと、内部組織体制を構築する。 

②内部ガバナンスにおいては、金融機関としての企業倫理を浸透させ、その

土台の上にＣＳＲを踏まえた企業文化を形成するように、組織のトップが率

先して企業文化、価値観を明確化し、行動で組織内に理解を広めていく。 

③金融ＣＳＲをＣＳＲマネジメントとして内部ガバナンスの一要素と捉え、

ＣＳＲ専任機関の設置など機構をつくり、あらゆる経営、業務のプロセスに

ＣＳＲを組み込んでモニタリングし、統制していく。 

以上の３つの要素が、本論文における求められるコーポレート・ガバナン

スの要素であると考える。これらを確立していくためには、第 4 章で述べた

ＣＳＲマネジメントにおける命題も考慮して取り組んでいかなければならな

い。実際の金融機関の事例を通してみてわかったように、主要行ではこのよ

うな要素を踏まえて金融ＣＳＲを実行しようとしているが、今後は、今回の

調査でまだ完全には実践できていないと判明したことについても、粘り強く

取り組みを進めていくことがのぞましい。企業文化や価値観は、その醸成に

長い時間を必要とする。また、合併による非公式な組織文化による摩擦は大

きな問題で、まだ解消されておらず、金融ＣＳＲを適切に果たしていくため

には変えていかなければならない。これについても、まず組織のトップが自

らの行動で明確に示し、一人一人の価値観を方向づけ、組織全体を変革して

いく努力を継続していくことが必要であろう。企業文化、価値観は、金融Ｃ

ＳＲを実現するガバナンスにおいて非常に重要な役割を果たすのである。 
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s/pdf/G30-Toward-Effective-Governance-of-Financial-Institutions-J.pdf 

https://www.zenginkyo.or.jp/
http://www.shinnihon.or.jp/industries/financial-institutions/general/topics/pdf/G30-Toward-Effective-Governance-of-Financial-Institutions-J.pdf
http://www.shinnihon.or.jp/industries/financial-institutions/general/topics/pdf/G30-Toward-Effective-Governance-of-Financial-Institutions-J.pdf

